
千葉県ＤＶ防止・被害者支援基本計画（第４次）施策進行管理票

基本目標１　ＤＶを許さない社会に向けた啓発・教育の推進

施策の方向１　多様な主体に向けた広報啓発の推進

施策の実施予定
当初予算額
（千円）

決算額（千
円）

施策の実施結果 事業の実施結果に対する評価 今後の方向性・検討課題

①ＤＶの根絶に向けた啓発の充実
　　　　　　　　　　　　　　　【重点】

イ 2 「女性に対する暴力をなくす運動」期間中に、Ｄ
Ｖ防止街頭キャンペーンを実施し、啓発物資を
配布する。児童虐待防止についても併せて啓発
する。

528 225 「女性に対する暴力をなくす運動」期間中に、ＤＶ防止街頭キャン
ペーンを企業の協力を得て実施し、ＤＶ及び児童虐待の啓発物資等
を約2,500人に配布した。（11/12そごう千葉店前広場、14イオンモー
ル成田、21イオン津田沼店、アパホテル）

毎年「女性に対する暴力をなくす運動」期間
に合わせ、街頭キャンペーンを実施し、啓発
物資を配布するなど県民にＤＶ防止を呼び
掛けた。

今後も継続して実施する。
コロナ禍におけるキャンペーンでは、感染防
止対策など実施方法について工夫していく
必要がある。

児童家庭
課

ア,
イ

3  児童虐待防止月間の11月を中心に、児童虐待
防止に向けた啓発活動「オレンジリボンキャン
ペーン」を展開し、県民に児童虐待の正しい知
識と理解をもってもらうとともに、通告義務や相談
機関の周知を図る。

30,000 29,967 ・ラジオCM　６３本を通年放映した。
・啓発部物品（クリアファイル・リーフレット）各60,000部を市町村に配
付した。
・公共交通機関を用いた交通広告（バスラッピング、トレインチャネ
ル）の2種類を実施した。
・インターネットやSNS等を用いた広報啓発を複数実施し、各種WEB
媒体などに掲載することで多くの人の目に触れる機会を図った。

広報啓発事業について、ラジオCMや物品
作成・配付をする広報啓発に追加してイン
ターネットやSNS等を利用した広報啓発を展
開することでより広く県民に向けて啓発を行
うことができた。

ＤＶと児童虐待は密接な関係にあることか
ら、キャンペーン等においては引続き連携す
るとともに、より効果的な広報を実施し、ＤＶ・
児童虐待防止に向けた機運を醸成してい
く。

児童家庭
課
（推進室）

ウ 4 家庭における暴力防止啓発パンフレットを作成
し、１歳半健診及び就学時健診の際に保護者に
配布する。

1009 2454 パンフレットを学校や市町村を通じて保護者に配布することにより、家
庭での暴力防止の働きかけを行うとともに、保護者のＤＶ被害の早期
発見及び相談に繋げられるようにした。

パンフレットを学校や市町村を通じて保護者
に配布した。また、その他関係機関にも配布
し、早期発見及び相談に繋げられるようにし
た。

引き続きパンフレットを配布するとともに、実
態に沿ったパンフレットの内容となるよう、作
成毎内容の見直し・更新を行っていく。

児童家庭
課

エ 5 ＤＶをテーマとした県民向けの講座を複数回開
催する。

273 50 ＤＶをテーマとした県民向けの講座を新型コロナウイルス感染拡大防
止の観点からオンラインで1回開催した。
2/19　ＤＶ・児童虐待防止オンラインセミナー「より良い夫婦関係のた
めに」
(3/3～9まで千葉県公式セミナーチャンネル（YouTube）で公開）

毎年、ＤＶ・児童虐待防止に関するテーマを
決め、県民の意識高揚を図るべくセミナーを
実施した。コロナ禍においては、オンライン
開催とした。

オンラインを活用するなどし、年2回の開催と
する。
コロナ禍では、オンラインのメリットをいかし、
より多くの県民が関心を持つテーマを選定し
実施していく。

児童家庭
課

オ-
1

6 男性のための一般相談及びカウンセリングを実
施する。

3,253 3,162 男性のための一般相談（533件）及びカウンセリング（88件）を実施し
た。

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急
事態宣言・まん延防止等重点措置の影響に
より、面接相談・カウンセリング等の実施回数
が減少している。

新型コロナウイルス感染症の影響を最小限
にとどめるような事業運営方法を考え、相談
者が安心して相談を受ける事が出来る環境
を整える必要がある。

男女セン
ター

オ-
2

7 女性のための一般相談及びカウンセリングを実
施する。

16,399 16,114 女性のための一般相談（5890件）及びカウンセリング（370件）、法律
相談（月1回、28件）、こころの相談（月1回、24件）を実施した。

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急
事態宣言・まん延防止等重点措置の影響に
より、面接相談・カウンセリング等の実施回数
が減少している。

新型コロナウイルス感染症の影響を最小限
にとどめるような事業運営方法を考え、相談
者が安心して相談を受ける事が出来る環境
を整える必要がある。

男女セン
ター

カ 8 人権啓発イベント及び講演会の実施、交通広告
の実施、リーフレットやポスター等の作成・配布、
人権をテーマとする研修会への講師派遣、人権
啓発ビデオの貸出などにより、広報・啓発を実施
する。

20,646 9,984 11/15(月)～12/15（金）特設サイトにてちばハートフル・ヒューマン
フェスタ（人権週間(12/4～12/10)に併せて講演会、コンサート等）を
開催、9/15(水)～千葉県公式セミナーチャンネルにて人権問題講演
会を開催、交通広告(ポスターの掲示、啓発画像の掲出及びステー
ションギャラリーでの展示)の実施、リーフレット(3,800部)等の作成・配
布、人権啓発案内冊子(3,000冊)を作成・配布し人権をテーマとする
研修会への講師派遣(15件)、人権啓発ＤＶＤの貸出(70件)などによ
り、広報・啓発を実施した。

年度によって、啓発手法を変え、また、様々
な機会を捉えて事業内容を広報することで、
より多くの人に啓発することができ、結果、Ｄ
Ｖに対する正しい知識を含めた人権問題全
般の周知・啓発を推進することができた。

引き続きアンケートや報告書等を集計・分析
し、さらなる効果的な人権啓発活動を検討
し、講演会、研修会、広報などを通じて人権
啓発を推進し、人権意識を高め、人権への
理解を深めていく。

健康福祉
政策課

キ 9 各相談窓口をまとめたリーフレット、ポスターを作
成し、市町村や関係機関等に配布して相談窓口
の広報啓発を推進する。

393 316 リーフレット15,000部、ポスター1,000部を作成し、県・市町村、県警、
学校、ワンストップ支援センター等の関係機関・団体に対し配布し
た。

犯罪被害者等が自ら適切な相談先を選択
し、必要な時に相談することが可能となっ
た。

被害直後から必要な機関、支援につなげる
ことができるよう、相談先の認知度を高めて
いく必要があり、引き続き、相談分野ごとに
区分けして掲載した相談窓口のリーフレット
やポスターを作成し、広報啓発を推進する。

くらし安
全推進課

施策
担当課

児童家庭
課

令和３年度

「女性に対する暴力をなくす運動」機関に併せ
て、ＤＶ防止啓発リーフレット等の作成、配布を
行う。児童虐待防止についても併せて啓発す
る。

平成２９年度から令和３年度（計画期間）

毎年「女性に対する暴力をなくす運動」期間
に合わせ、街頭キャンペーンを実施し、啓発
物資を配布するなど県民にＤＶ防止を呼び
掛けた。

今後も継続して実施する。
コロナ禍におけるキャンペーンでは、感染防
止対策など実施方法について工夫していく
必要がある。

再掲（親
施策番
号）

施
策
番
号

225 「女性に対する暴力をなくす運動」期間中に、ＤＶ防止啓発リーフレッ
トを作成し、県内市町村と連携して自治会の回覧板等を活用して配
布・供覧した。（約9,6000枚）
ＤＶ防止街頭キャンペーンを企業等の協力を得て実施し、ＤＶ及び
児童虐待の啓発物資等を約2,500人に配布した。（11/12そごう千葉
店前広場、14イオンモール成田、21イオン津田沼店、アパホテル）

4951ア

ア 多様な広報媒体を活用した効果的な
広報啓発の充実
イ ＤＶ防止キャンペーンの充実
ウ 子育て家庭への暴力防止の啓発の推
進
　　（1-2-③-エ-1再掲、
　　  4-7-①-ウ再掲)
エ ＤＶ防止セミナーの充実
オ 加害者を生まないための対策
    (2-3-①-カ再掲）
カ 人権啓発の推進
キ 「犯罪被害者等相談窓口」に係る広報
啓発活動の推進

項
目

施策の内容
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基本目標１　ＤＶを許さない社会に向けた啓発・教育の推進

施策の方向１　多様な主体に向けた広報啓発の推進

施策の実施予定
当初予算額
（千円）

決算額（千
円）

施策の実施結果 事業の実施結果に対する評価 今後の方向性・検討課題

施策
担当課

令和３年度 平成２９年度から令和３年度（計画期間）
再掲（親
施策番
号）

施
策
番
号

項
目

施策の内容

②ＤＶ被害者等に向けた情報提供の充
実

イ-
1

11 すでに健康福祉センター、市町村等に配布して
いる外国人向けＤＶ防止啓発リーフレットについ
て、必要により追加配布を行う。

0 0 追加依頼なし 外国人向けＤＶ防止啓発リーフレットを多言
語で作成しており、支援機関に配置すること
で外国人向けに啓発することができた。

追加作成依頼はないが、今後は「やさしい日
本語」を用いてリーフレットを作成するなど、
日本に居住する外国人に向けて適切な広報
啓発を行っていく。

児童家庭
課

イ-
2

12 外国語で作成したＤＶ被害者向けのリーフレット
を県警ホームページに掲載するほか、同リーフ
レットを活用し、相談に来署した外国人のＤＶ被
害者への適切な対応を図る。

0 0 各種法令や警察の措置、被害防止対策等を外国語（１０言語）で記
載したＤＶ被害者向けのリーフレットを県警ホームページに掲載して
いるほか、相談を受理した際は被害者に同リーフレットを配布するな
どして、被害者が意思決定するための支援を行った。

相談に来署した外国人DV被害者等に対し
外国語で記載したリーフレットを活用すること
で適切な対応を図ることができた。

引き続き、外国語で作成したDV被害者向け
のリーフレットを活用し、相談に来署した外
国人のDV被害者へ適切な対応を図ってい
く。

(警)人身
安全対策
課

ウ 13 県のホームページ等を通じて男性向け相談窓口
の周知に努める。
ＤＶ防止について、プロスポーツ試合会場など多
くの県民が集まる施設等において広報を行う。

0 0 情報誌、利用案内に相談窓口の案内を掲載し、各健康福祉セン
ター、各児童相談所、市町村ＤＶ担当課あてに送付し、男性の相談
窓口に関する周知を図った。

周知用カード・シールの送付や、センター公
式Twitter・HP等の掲載など、幅広い周知を
行った。

同様の周知方法を継続していくことと同時
に、新たな周知方法が無いか、他機関を参
考に検討していく。また、ここ数年間で相談
件数が高止まり傾向になっていることから、
相談日数の拡充等、解決策を模索していく
必要がある。

男女セン
ター

③企業・団体等に対するＤＶへの理解の
促進

イ 15 千葉県男女共同参画推進連携会議を通じてＤＶ
防止に関する広報啓発を行う。

0 0 千葉県男女共同参画推進連携会議（６７団体）をオンラインにより開
催したため、ＤＶ防止啓発やデートＤＶに関するチラシの配布等は行
わなかった。

千葉県男女共同参画推進連携会議にてチ
ラシ等の配布を行ってきたが、新型コロナウ
イルスの影響もあり、直近２年間は実施がで
きなかったため、インターネットの活用等で
の周知方法など模索する必要がある。

関係機関との連携だけではなく、企業や団
体等と連携し、広報啓発を行うことで、認知
や理解を広げることが必要であることから、
今後も啓発物の配布等を行っていく。

児童家庭
課

④ＤＶ被害の早期発見・通報体制の充実

イ 17 デートＤＶ予防セミナーについて、学校職員対象
の研修等で説明を行い、周知していく。

0 0 学校職員対象の研修会等でデートＤＶ予防セミナーについて説明
し、周知を図った。

毎年、学校職員対象の研修会等でデートＤ
Ｖ予防セミナーについて説明し、周知を図る
ことができた。

未実施校がまだあることから、アプローチの
方法を検討するとともに、教育庁と連携し、
実施校拡大につなげていく必要がある。

児童家庭
課

ウ 18 民生委員・児童委員及び人権擁護委員に対して
パンフレットの配布等によりＤＶ防止の広報啓発
を行う。

0 0 民生委員・児童委員及び人権擁護委員に対してパンフレットを送付
し、研修会などで配布された。

民生委員・児童委員及び人権擁護委員に
対してパンフレットを毎年配布し、ＤＶ防止の
広報啓発を行うことができた。

地域での支援体制構築に際し、各委員の役
割は非常に大きいことから、会議等でも連携
や見守り体制について共有していく必要が
ある。

児童家庭
課

エ 19 ＤＶの通報等があった場合に、必要により警察や
児童相談所等と連携して適切に対応するととも
に、通報者の氏名等の取扱いに十分注意する。

0 0 ＤＶの通報等があった場合に、必要により警察や児童相談所等と連
携して適切に対応するとともに、通報者の氏名等の取扱いに十分注
意して取り組んだ。

ＤＶの通報等には必要により警察や児童相
談所等と連携し、通報者の氏名等の取扱い
には十分注意した。

個人情報の取り扱いに十分注意しながら、
一層の連携強化を図る必要がある。

女サポ

⑤メディアにおける女性や子どもの人権
への配慮

ア 情報活用能力(メディア・リテラシー）の
学習機会の充実

児童家庭
課

県のホームページにＤＶ被害者支援に関する情報を掲載するととも
に、県民だよりに、「女性に対する暴力をなくす運動」期間中のＤＶ防
止キャンペーンなどのイベント情報を掲載し、周知を図った。

県のホームページ等を通じて、ＤＶ被害者の自
立に向けた理解の促進を図る。

県のホームページに相談場所の連絡先やＤ
Ｖについてを掲載し、広報啓発にて周知を
図ることができた。

0各教科等の指導において、情報活用能力を育
成する。

児童家庭
課

県内の医師会や歯科医師会を通じて、ＤＶ相談
カードの常置設置やＤＶ相談ステッカーの配布
を行う。（再掲）

（教）学習
指導課

「各教科等指導の重点の具体化」として、各教科等における１人１台
端末の活用に係る事項を明記し、各学校で教科等の特性に応じた
情報活用能力の育成について周知した。

0 各教科の学習を通じて、児童生徒がICT機
器を活用する機会が増加し、情報モラルやメ
ディア・リテラシーへの関心が高まった。

各学校に対し、情報活用能力の育成を目的
とした情報提供を行う。

スマートフォンの普及率が高くなっていること
から、県のホームページの充実を図り、ＳＮＳ
を活用した広報啓発も行い、被害者が情報
に触れやすいように配慮する必要がある。

県内の医師会や歯科医師会を通じて、ＤＶ
相談カードの常時配置を依頼した。また、ス
テッカーは必要に応じて配布を行った。

引き続き医師会や歯科医師会を通じて、ＤＶ
相談カードの常時配置を依頼していく。

児童家庭
課

ＤＶ相談カードの常時設置（市町村の窓口、金
融機関等）及びＤＶ相談ステッカーの配布を行
う。

ＤＶ相談カードの常時配置及びＤＶ相談ス
テッカーの配布を通じてＤＶ相談窓口の周
知を行った。

ＤＶ相談カードの配置は主に女性トイレに
行っていたところ、ＤＶ被害者は女性のみで
はないことから、男性用の相談カードの作成
を行っていく。また、外国籍の被害者も多く
いることから、やさしい日本語で書かれた
カードの作成を行う。

325 ＤＶ相談カードの常時配置（県内市町村・運転免許センター・地域振
興事務所・健康福祉センター・児童相談所等の県機関、郵便局、金
融機関等、計約7,500箇所）及びＤＶ相談ステッカーの配布（県内市
町村・運転免許センター・地域振興事務所・健康福祉センター・児童
相談所等の県機関、郵便局、金融機関等、約2,000枚）を行った。

20610

ア ＤＶ相談窓口の周知徹底及び積極的
な情報提供(1-1-④-ア)
イ 外国人のＤＶ被害者に対する支援
ウ 男性向け相談窓口の周知

ア

ア

10

ア 保健・医療機関に対する広報啓発
　　（再掲1-1－②-ア）
イ 教育機関等に対する意識啓発
ウ 民生委員・児童委員及び人権擁護委
員に対する広報啓発
エ 通報等への適切な対応

325
再掲

県内の医師会や歯科医師会を通じて、ＤＶ相談カードの常時配置を
依頼した。（再掲）
（医師会：153,400枚、歯科医師会：128,500枚）

206
再掲

ア

ア

16

20

0

ア ＤＶ被害者の自立に向けた理解の促進
イ 企業・団体等と連携した広報啓発

14



基本目標１　ＤＶを許さない社会に向けた啓発・教育の推進

施策の方向２　ＤＶ予防教育の推進

施策の実施予定
当初予算
額（千円）

決算額
（千円）

施策の実施結果 事業の実施結果に対する評価 今後の方向性・検討課題

①人権教育の充実

ア-
2

22 学校人権教育研究協議会を開催する。 337 270 学校人権教育研究協議会の中で、DVに関する内容について実施した。 学校人権教育研究協議会の中で、ＤＶに関
する内容等を取り上げ、人権意識の高揚を
図ることができた。

学校人権教育研究協議会の中で、ＤＶに関
する今日的な課題等を取り上げ、各種人権
課題について参加者が正しく理解できるよう
内容を工夫していく。

(教)児童生
徒安全課

ア-
3

23 公立小・中・高校及び特別支援学校において、「いの
ちを大切にするキャンペーン」、公立高校において、
「マナーキャンペーン」を実施し、いじめ・暴力行為・児
童虐待等をなくすため、人権意識の啓発に向けた取
組を実施する。
「いじめ防止啓発強化月間」の実施時期である４月に
「いのちを大切にするキャンペーン」の一環として、ＳＯ
Ｓの出し方に関する教育を実施するよう、各学校に依
頼をした。

0 0 公立小・中・高校及び特別支援学校において「いのちを大切にするキャン
ペーン」、公立高校において「マナーキャンペーン」を実施した。いじめや暴力
行為（児童虐待、ドメスティックバイオレンスを含む）等の人権侵害は許されな
い行為であるという意識を高めることや、思いやりの心を持ってマナーを大切
にし、規範を遵守する意識や態度を身に付ける効果があった。

各学校において「児童等自らがいじめに関
する問題を主体的かつ真剣に考えることが
できる取組、児童等が互いに良好な関係を
築くことができる取組」との視点を重視し、１
学期中を強化月間として、各学校が実態に
応じ適切な時期に実施することができた。

いのちを大切にするキャンペーンは、いじめ
防止啓発強化月間の取組に位置づけ、多く
の学校でいじめをテーマとして取り組むよ
う、各種会議で周知に努める。ＳＯＳの出し
方に関する教育を、県独自資料等を活用
し、いのちを大切にするキャンペーン内で、
４月中に必ず実施することと併せ適切な時
期に実施するよう各学校へ依頼していく。

(教)児童生
徒安全課

②道徳教育の充実

ア,
イ-
2

25 全校種（幼・小・中・高・特支）１７校を道徳教育推進校
に指定し、道徳教育全体に係る実践研究を実施する。

3,115 1,974 全校種（幼・小・中・高・特支）１７校を道徳教育推進校として指定し、県で作成
した道徳教材の活用を含めた道徳教育全体に係る実践的な研究を行った。
なお、本施策は令和４年度も継続する予定である。

道徳教育推進校が、学習指導要領を踏まえ
た取組や指導法等について、２年間にわた
る実践的な研究を行い、その成果をまとめ、
全校種全学校に配付している。次回は令和
４年度に配付予定。

引き続き全校種を道徳教育推進校に指定
し、道徳教育全体に係る実践研究を継続し
て実施する。

(教)学習指
導課

ア,
イ-
3

26 「心の教育推進キャンペーン」は隔年実施のため、令
和３年度は実施しない。

0 0 令和３年度は実施せず。 道徳の授業公開や研究協議の実施、指導
事例集「心豊かに」の作成等を隔年で実施。
道徳教育に関する研究成果を広めることが
できた。

「心の教育推進キャンペーン」の事業は廃止
となったが、道徳教育実践事例集「心豊か
に」は、様々な道徳の取組等を収録してお
り、各学校における道徳教育の充実を図る
上で重要である。実践事例集の作成は、文
部科学省の道徳教育の抜本的改革・充実
事業に係る支援事業へ引き継ぐ。

(教)学習指
導課

ア,
イ-
4

27 小学校、高等学校及び特別支援学校の道徳教育推
進教師を対象に研修会を実施する。

70 55 小学校・県立学校の道徳教育推進教師を対象に、道徳の授業の在り方や年
間指導計画の立て方等に関する研修会をｅラーニング方式で開催した。

道徳教育推進教師を対象に、各学校におけ
る道徳の教科化に関わる諸課題と関連させ
ながら道徳の授業の在り方等について、研
修を行うことができた。

引き続き、各学校の道徳教育推進教師を対
象に、道徳の授業改善や道徳教育推進教
師の業務等に関する研修会を開催する。

(教)学習指
導課

ア,
イ-
5

28 教職員を対象とする情報モラル教育研修会に講師を
派遣する。

3,000 1,470 教職員のインターネットに関する知識の習得、道徳教育をとおした情報モラル
教育の効果的な指導方法を身に付けることや、児童生徒及び保護者への情
報モラルの啓発を目的として、各学校等で実施する情報モラル教育研修・講
演に講師を派遣した。

・各校へ最新の知見と経験、指導・啓発力を
備えた講師を派遣し、インターネットの正し
い使い方、ＳＮＳ上のトラブルやいじめの未
然防止等について、教職員や児童生徒、保
護者を対象に情報モラル教育研修を行っ
た。

・児童生徒向けの情報モラルに関する講演
と教職員を対象とした情報モラル教育研修
への講師を、小・中・義務教育・高等学校、
特別支援学校、合わせて１００校（県立学校
３０校、市町村立学校７０校）に派遣できるよ
う進めていく。

(教)児童生
徒安全課

③若者を対象とした予防施策の充実【重
点】

イ-
1

30 デートＤＶ相談カードを作成し、高校１年生に配布す
る。

デートＤＶ相談カードを作成し、県内の高校１年生に配布した。 デートＤＶ相談カードを県内高校１年生に配
布し、デートＤＶ防止啓発・相談窓口の周知
を行った。

引き続きデートＤＶ相談カードを県内高校生
に配布し、デートＤＶ防止啓発・相談窓口の
周知を行っていく。

児童家庭課

イ-
2

31 デートＤＶ啓発リーフレットを高校３年生に配布する。 デートＤＶ啓発リーフレットを作成し、県内の高校３年生に配布した。 デートＤＶ相談リーフレットを県内高校３年生
に配布し、デートＤＶ防止啓発・相談窓口の
周知を行った。

引き続きデートＤＶ相談リーフレットを県内高
校生に配布し、デートＤＶ防止啓発・相談窓
口の周知を行っていく。

児童家庭課

1,650 1,440

令和３年度

　「道徳」を学ぶ時間で活用する読み物教材を作成
し、県立高等学校、高等部のある特別支援学校に配
付する。

 学校人権教育指導資料を作成し、全教員及び教育
委員会等へ配布する（45,000部）。各研修会におい
て、ＤＶに関する内容について教育推進を図る。

(教)学習指
導課

平成２９年度から令和３年度（計画期間）

400

13,866

毎年、男女共同参画社会の育成に向けた
啓発資料等を盛り込んだ学校人権教育指
導資料(45,000部)を作成、配布した。

男女共同参画社会の育成に向けた啓発資
料等、今日的な人権課題を取り上げた学校
人権教育指導資料を作成、配布する。

平成29年度は高等学校用読み物教材「明
日への扉Ⅲ」を、平成30年度は指導用映像
教材を、令和元年度は小中高校用映像教
材を、令和３年度は高等学校用読み物教材
「明日への扉Ⅳ」を作成した。各学校の多様
な道徳学習に対応した教材、指導資料を充
実させることができた。

作成した道徳教材の効果的な活用法や、道
徳を学ぶ時間で活用できる資料等の収集・
作成を行い、道徳教育への要望に、より幅
広く対応できるアーカイブの充実を検討して
いる。

県立高等学校の道徳教育の更なる充実と向上を目指し、中学校、高等学校
の教員から構成されたワーキンググループを中心に、人間としての在り方、生
き方を考える多様な教材を納めた読み物教材「明日への扉Ⅳ」を作成した。
なお、県立高等学校、高等部のある特別支援学校に配付した。

12,557

(教)児童生
徒安全課

学校人権教育指導資料集に、男女共同参画社会の育成に向けた啓発資料
等を盛り込み、研修会の中でも人権意識の高揚を図った。

300

ア 29

539
（合算）

未実施校での実施につなげるために、教育
庁と今後も連携を図っていく。実施校、実施
回数の増加に努め、デートＤＶの未然防止、
未来のＤＶ被害、虐待被害の減少につなげ
る。

第4次計画では毎年55セミナーを目標として
いたが、新型コロナウイルス感染拡大の影
響もあり、実施回数が伸びなかった。しかし、
オンライン等で柔軟に実施するなどしたこと
で大幅な減少にはつながらなかった。

高等学校を中心に若者のためのＤＶ予防セミナーを開
催する。
（大学と合わせて計55セミナー）

高等学校を中心に若者のためのＤＶ予防セミナーを開催した。
（大学5校5回、高等学校38校41回、高等専門学校1校1回、特別支援学校高
等部1校1回と合わせて計48回実施）

977
（合算）

ア ＤＶ予防セミナーの実施
　　（1-2-③-ウ再掲）
イ デートＤＶ相談カード等啓発資料の配
布
ウ 大学と連携した広報啓発の実施
   （再掲1-2-③-ア）
エ 家庭に向けた啓発の推進
   （再掲1-1-①-ウ）
　（4-7-①-ウ再掲）

21

ア 学校における道徳教育の推進
イ 道徳の時間の充実

ア,
イ-
1

24

施策の内容

施
策
番
号

項
目

ア-
1ア 学校における人権教育の推進

施策
担当課

再掲（親
施策番
号）

児童家庭課



ウ 32 大学にＤＶ予防セミナーの開催を働きかける。（再掲）
（高等学校と合わせて計55セミナー）

1,650
再掲

1,440
再掲

高等学校を中心に若者のためのＤＶ予防セミナーを開催した。（再掲）
（大学1校1回、高等学校33校36回、特別支援学校高等部1校1回と合わせて
計38回実施）

第4次計画では毎年55セミナーを目標として
いたが、新型コロナウイルス感染拡大の影
響もあり、実施回数が伸びなかった。しかし、
オンライン等で柔軟に実施するなどしたこと
で大幅な減少にはつながらなかった。（再
掲）

未実施校での実施につなげるために、教育
庁と今後も連携を図っていく。実施校、実施
回数の増加に努め、デートＤＶの未然防止、
未来のＤＶ被害、虐待被害の減少につなげ
る。（再掲）

29 児童家庭課

エ-
1

33 家庭における暴力防止啓発パンフレットを作成し、１歳
半健診及び就学時健診の際に保護者に配布する。
（再掲）

1,009
再掲

630
再掲

パンフレットや学校や市町村を通じて保護者に配布することにより、家庭での
暴力防止の働きかけを行うとともに、保護者のＤＶ被害の早期発見及び相談
につなげられるようにした。（再掲）

パンフレットを学校や市町村を通じて保護者
に配布した。また、その他関係機関にも配布
し、早期発見及び相談に繋げられるようにし
た。（再掲）

引き続きパンフレットを配布するとともに、実
態に沿ったパンフレットの内容となるよう、作
成毎内容の見直し・更新を行っていく。（再
掲）

4 児童家庭課

エ-
2

34 男女共同参画地域推進員の活動を通して、家庭にお
ける暴力防止の啓発を行う。

0 0 地域推進員及び市町村と連携し、地域推進員事業として1地域で事業を開催
した。
○南房総地域推進員事業
中学校出前セミナー「生徒とともに身近な男女共同参画を考える」
館山市立房南中学校　　参加者101人

男女共同参画地域推進員の活動を通して、
中学生に対し、家庭における暴力防止の啓
発を行った。

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急
事態宣言・まん延防止等重点措置の影響に
より、予定回数の実施が出来なかったため、
影響を最小限にとどめるような運営方法を考
える必要がある。

男女セン
ター

④教育機関等の職員に対する研修の充
実

DV：60 DV:90

虐待：502 虐待：172

ア-
2

36 市町村要保護児童対策地域協議会の機能強化及び
協議会への移行を支援するために、市町村に専門的
人材を派遣するとともに、市町村・関係機関職員支援
のための研修等を実施する。

市町村要保護児童対策地域協議会の機能強化及び協議会への移行を支援
するために、市町村に専門的人材を派遣するとともに、市町村・関係機関職
員支援のための研修等を実施した。

・まだ本事業の活用実績がない市町村もあ
るため、活用例等を周知し申請を促していき
たい（市町村児童虐待防止ネットワーク機能
強化事業）

児童家庭課

・市町村児童虐待防止ネットワーク機能強化事業 2,560 866 ・市町村児童虐待防止ネットワーク機能強化事業　25回派遣

・市町村母子保健担当者研修 計６回開催予定 722 150 ・市町村母子保健担当者研修　（Ⅰ部2回、Ⅱ部2回、Ⅲ部1回　参加者314
名）

・市町村等児童虐待相談職員研修　計１８回開催予定 1,801 831 ・市町村等児童虐待相談職員研修（新任職員向けⅠ～Ⅳ部各４回、担当職
員向け４回　参加者1188名）

・児童虐待防止対策担当管理職研修　計２回開催予
定

189 60 ・児童虐待防止対策担当管理職研修（2回、参加者195名）

・関係機関研修　計５回開催予定 502
再掲

172
再掲

・関係機関研修（学校職員向け4回　参加者473名、医療機関向け2回　参加
者238名）

ア 教育機関等の職員に対する研修の充
実
　　（4-7-①-イ-3,イ-4再掲、
　　　4-7-②-ウ再掲、
　　　6-11-①-ア-5再掲）

35ア-
1

学校職員等に対するＤＶ・子ども虐待対応研修は新型コロナウイルス感染拡
大防止の観点からオンライン研修とした。
（7/13、8/10、8/17、8/23　参加者合計４７３名）
医療機関職員に対してＤＶ・子ども虐待対応研修を年２回実施した。
（3/15、3/25　参加者：179名）

学校職員等に対してＤＶ・子ども虐待対応研修を実施
する。

・令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡
大の影響で活用数の落ち込みが見られた
が、オンライン等を活用することにより、令和
3年度は過去最高の活用数となった。
（市町村児童虐待防止ネットワーク機能強化
事業）
・令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡
大の影響で参集型が急遽中止となり開催で
きなかったが、令和３年度はオンライン開催
することにより、２年ぶりに参加者の知識・資
質向上を図る機会となった。（市町村等母子
保健担当者、児童虐待相談職員、担当管理
職、関係機関研修）

児童家庭課
（ＤＶ・虐待）

学校職員等が参加しやすい夏季期間中に、
オンライン研修を導入して実施し、学校職員
等として必要な対応要領を習得できた。

未受講の学校職員等にも必要な知識を習
得してもらうため、より効果的な方法で周知
するとともに、インターネットを活用した申込
み方法を導入する。

・市町村によっては参加が見受けられない
市町村もあるため、研修開催を手広く周知し
参加を促していきたい（市町村等母子保健
担当者、児童虐待相談職員、担当管理職、
関係機関研修）



基本目標２　安全で安心できる相談・一時保護体制の充実

施策の方向３　相談体制の充実

施策の実施予定
当初予算
額（千円）

決算額（千
円）

施策の実施結果 事業の実施結果に対する評価 今後の方向性・検討課題

①配偶者暴力相談支援センターの機能
強化

ア-
2

38 ＤＶ職務関係者の研修や市町村等への講師派
遣を行う。

0 0 ＤＶ職務関係者の研修や市町村等への講師派遣を実施した。
　官公庁関係：2回

DV職務関係者の研修、市町村等への講師
派遣を行い、担当職員の資質向上を支援し
た。

DV職務関係者の研修、市町村等への講師
派遣を積極的に行い、担当職員の資質向
上を支援していく。

女サポ

イ 39 被害者の状況に応じて必要な情報提供ができる
よう、相談員等に対し、研修等への積極的な参
加を促す。（内閣府主催の研修等）

0 0 内閣府主催の「配偶者からの暴力被害者支援のための官官・
官民連携促進ワークショップ事業」は新型コロナウイルス感染
拡大のため、オンラインで行われ、県内の配暴センターの相
談員等が視聴した。

令和元年度までは、対面研修で行われてい
たが、新型コロナウイルス感染拡大のため、
令和２年度からはオンラインで行い、県内の
配暴センターの相談員等が視聴した。

オンライン研修では、開催期間中に様々な
分野の講義を聴講できるため、相談員をは
じめより多くの関係者が聴講できるよう周知
していく。

児童家庭
課

ウ-
1

40 女性弁護士による法律相談(月2回）、女性精神
科医による心とからだの健康相談(月1回）を実施
する。

999 675 弁護士による法律相談（月２回）、精神科医による心とからだの
健康相談（月１回）を実施した。
　法律相談 33件、心とからだの健康相談 0件

女性弁護士による法律相談(月2回）、女性
精神科医による心とからだの健康相談(月1
回）を実施した。

相談件数が減少傾向にあるため、その要因
を探り、相談者に活用しやすい相談の場を
目指す。

女サポ

ウ-
2

41 外国人に対して、必要に応じて、派遣による通訳
で対応するとともに、市町村等と連携して、支援
の充実を図る。

220 97 外国籍のＤＶ被害者の相談に対応するため、通訳派遣を実施
した。
　通訳派遣　7件

外国籍等で日本語の疎通に困難がある場
合には、派遣による通訳を活用し、市町村
等との連携によって、支援の充実を図った。

通訳で対応できる言語が限定されているた
め、対応可能な言語を増やし、できるだけ母
国語で相談できる環境を目指す。

女サポ

エ 42 高齢者や障害のあるＤＶ被害者に対しては、本
人の生活環境などに配慮した適切な対応ができ
るよう関係機関との連携を図る。

0 0 高齢者や障害のあるＤＶ被害者に対しては、本人の生活環境
などに配慮した適切な対応ができるよう関係機関との連携を図
り対応した。

高齢者や障害のあるＤＶ被害者に対して
は、本人の生活環境などに配慮した適切な
対応ができるよう関係機関との連携を図っ
た。

高齢者や障害のあるＤＶ被害者に対して
は、本人の生活環境などに配慮した適切な
対応ができるよう関係機関との連携を引き続
き図っていく必要がある。

女サポ

オ 43 ＤＶ被害者が自分らしい生活を取り戻せるよう法
律や就職講座など自立を支援する講座を引き続
き実施する。

312 154 ＤＶ被害者を対象にした自立支援講座を計5回実施した。
○自立のためのワーク　２回　１２/２及び１/２０
○就職・キャリア講座　１回　１２/１０
○法律講座　１回　１２/１６
○公開講座　１回　１/２９
参加者計３６名

令和2年度開催予定の全講座が新型コロナ
ウイルス感染拡大防止の観点から中止と
なったことを踏まえ、令和3年度は会場参加
でのグループワークのほかに、Zoomを用い
たオンライン形式での開催も実施した。
　

引き続き、多くの被害者が参加でき、自立に
必要な知識の習得や新たな気づきを得られ
る講座の開催に努める。

男女セン
ター

カ 44 男性のための一般相談及びカウンセリングを実
施する。（再掲）

3,253
再掲

3162
再掲

男性のための一般相談（533件）及びカウンセリング（88件）を
実施した。（再掲）

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急
事態宣言・まん延防止等重点措置の影響に
より、面接相談・カウンセリング等の実施回
数が減少している。

新型コロナウイルス感染症の影響を最小限
にとどめるような事業運営方法を考え、相談
者が安心して相談を受ける事が出来る環境
を整える必要がある。

6 男女セン
ター

②市町村配偶者暴力相談支援センター
の設置促進【重点】≪5-9-②再掲≫

ア 45

ア 市町村配偶者暴力相談支援センター
設置に向けた支援(5-9-②-ア再掲）

③警察による支援の充実

携帯用緊急通報システム賃貸借 594(ストー
カー予算

含む。)

594 携帯用緊急通報システム賃貸借　１２３件（令和３年中） 携帯用緊急通報装置を活用することで適切
な保護対策を推進することができた。

引き続き携帯用緊急通報装置を活用して保
護対策を推進していく。

ＤＶ被害者向けリーフレット印刷製本 62(ストー
カー予算

含む。)

62 令和３年度は、ストーカー規制法の改正に伴い、内容を改正
したストーカー事案用のリーフレットを作成したため、DV被害
者向けリーフレットは作成していないものの、千葉県警のホー
ムページ上等に掲載されているリーフレット等を活用して対応
した。

リーフレットを活用して、保護命令制度の教
示等を実施し、被害者の保護対策を推進す
ることができた。

引き続き、リーフレットを活用し、保護命令制
度の教示等を実施し、被害者の保護対策に
万全を期していく。

イ 47 ＤＶ被害者から援助の申出があった場合は、被
害を自ら防止するための措置の教示、その他配
偶者からの暴力による被害の発生を防止するた
めに必要な援助を行う。

0 0 ＤＶ被害者からの援助の申出に対して、適切な措置を講じ、配
偶者からの暴力による被害防止を推進した。

DV被害者からの援助の申出に対して、適切
な措置を講じ、DVによる被害防止を推進す
ることができた。

引き続き、DV被害者からの援助の申出には
適切な措置を講じて、DV被害防止対策を推
進していく。

(警)人身
安全対策
課

0 0警察相談や１１０番通報等によりＤＶ事案を認知
した場合は、加害者に対し、検挙や指導警告を
実施するとともに、被害者の一時避難の支援、携
帯用緊急通報装置の貸与、防犯指導等、被害
者の保護対策に万全を期す。

児童家庭
課

0 地域別市町村ＤＶ対策担当課長会議（書面開催）において、
市町村基本計画策定編、配暴センター機能整備編及び関係
機関との連携を促進するネットワーク編等からなる「市町村応
援マニュアル」を活用し、働きかけを行った。

配偶者暴力相談支援センター未設置の市町村
に対し、情報提供や市町村応援マニュアルによ
る支援を行いながら、より多くの市町村でセン
ターが設置させれるよう働きかける。

0

配偶者暴力相談支援センター連絡会議を開催
し、ＤＶ被害者支援に関する情報提供や意見交
換等を行い、機能強化を図る。

330

令和３年度

配暴センター連絡会議を開催し、ＤＶ被害者支援に関する情
報提供や助言を行うなど、機能強化を図った。
　書面開催1回、Zoom開催1回（2/3）

90

ア 女性サポートセンターの中核的機能の
強化
　　（6-11-①-イ再掲、6-11-②-ア再掲）
イ 情報提供の充実
ウ 多様なケースに応じた相談の対応
　　（2-4-②-オ再掲）
エ 高齢者等への配慮
オ 自立支援講座の実施
　　（3-5-①-エ再掲、3-5-③-イ再掲）
カ 男性のための総合相談の実施
　　(再掲1-1-①-オ-1）

ア 相談・通報への迅速かつ適切な対応
イ 援助の申出に対する適切な対応
ウ 相談しやすい環境の整備

施策の内容

施
策
番
号

ア-
1

項
目

37

ア 46

施策
担当課

引き続き、DV加害者に対しては、速やかな
検挙措置、指導警告の実施をし、被害者に
対しては、携帯用緊急通報措置の貸与、
リーフレットを活用した保護命令制度の教示
等を実施して、被害者の保護対策に万全を
期していく。

平成２９年度から令和３年度（計画期間）
再掲（親
施策番
号）

女サポ配暴センター連絡会議を開催し、情報提供
や助言、意見交換等を通して、機能強化を
図った。

今後も継続的に連絡会議を行うことで、情報
提供や助言、意見交換等の場を確保し、DV
被害者支援を充実させていく必要がある。

毎年開催しているＤＶ対策担当課長会議に
おいて、市町村基本計画策定、配偶者暴力
相談支援センター整備について「市町村マ
ニュアル」を活用し、働きかけを行った。

市町村基本計画策定については４８市町村
が整備しており、今後も継続して呼びかけを
行う。しかし、配暴センターは５市のみにとど
まっており、働きかけの方法等について検討
が必要である。

DVを認知した際、加害者に対しては速やか
な検挙措置又は指導警告を実施し、被害者
に対しては携帯用緊急通報装置の貸与、
リーフレットを活用した保護命令制度の教示
等を実施することで、更なる被害を防止する
ための対策を推進することができた。

(警)人身
安全対策
課

警察相談や１１０番通報等によりＤＶ事案を認知した際、加害
者の検挙又は指導警告を速やかに実施するとともに、被害者
の一時避難への支援や携帯用緊急通報装置の貸与等の保
護対策を推進した。また、ＤＶ被害者向けリーフレットを活用し
て保護命令制度や警察が執り得る措置、防犯指導等につい
て教示し、被害防止対策を推進した。



ウ 48 ＤＶ被害の相談に対しては、緊急時における対
応の教示、関係所属への確実な引き継ぎを行う
ほか、相談内容に応じた関係機関の紹介を行
う。また、相談者の心情に配慮して、相談しやす
い環境を整備する。
相談業務相互支援ネットワークリーフレットの整
備

60 60 ＤＶ被害の相談に対し、被害状況に応じた助言教示などの措
置を講ずるとともに、関係所属への確実な引き継ぎを行うな
ど、適切な相談対応に努めた。また、相談者の希望する性別
の職員による対応や相談室などの外部の目に触れない場所
を確保して、相談者の相談しやすい環境づくりに努めた。

ＤＶ被害の相談に対し、被害状況に応じた
助言教示などの措置を講ずるとともに、関係
所属への確実な引き継ぎを行うなど、適切
な相談対応に努めた。また、相談者の希望
する性別の職員による対応や相談室などの
外部の目に触れない場所を確保して、相談
者の相談しやすい環境づくりに努めた。

ＤＶ被害の相談に対しては、緊急時におけ
る対応の教示、関係所属への確実な引き継
ぎを行うほか、相談内容に応じた関係機関
の紹介を行う。また、相談者の心情に配慮し
て、相談しやすい環境を整備する。
相談業務相互支援ネットワークリーフレット
の整備

(警)警務
課

④苦情処理体制の充実 ア 49

ア 苦情処理制度の周知、適切な運用

「千葉県男女共同参画苦情処理委員制度」の周
知を図り、苦情処理を行う。

男女課24 弁護士・有識者等3人を苦情処理委員として設置し、ＤＶ関係
を含む男女共同参画に関する県の施策等に係る苦情申出に
対応できる体制を維持した。なお、令和3年度の苦情申出は0
件だった。

179 弁護士・有識者等3人を苦情処理委員として
設置し、ＤＶ関係を含む男女共同参画に関
する県の施策等に係る苦情申出に対応でき
る体制を維持できた。

引き続き、苦情処理委員を設置するととも
に、ＤＶ関係を含む男女共同参画に関する
県の施策に係る苦情申出に対応できるよう
体制を維持し、苦情申出があった際には、
迅速に対応を行う。



基本目標２　安全で安心できる相談・一時保護体制の充実

施策の方向４　安全確保と一時保護体制の充実

施策の実施予定
当初予算
額（千円）

決算額（千
円）

施策の実施結果 事業の実施結果に対する評価 今後の方向性・検討課題

①緊急時における安全の確保

ア-
2

51 地域別に市町村や警察等関係機関との連携体
制の強化を図る。

330 90 ＤＶ被害者支援連絡会議を書面開催により実施し、被害者の安全
確保のための役割分担等の確認を行い、連携体制の強化を図っ
た。

コロナ禍により直接的な意見交換の機会が
持てない年度もあったが、補完的な方法も
用いながら、地域別に市町村や警察等関係
機関との連携体制の強化を図った。

地域別に市町村や警察等関係機関との連
絡会議を開催し、地域の支援ネットワークの
拡充を図る。

女サポ

②一人ひとりのケースに応じた保護体制
の充実

ア 52 ＤＶ被害者の状況に応じた適切な一時保護を実
施する。

23,268 14,839 DV被害者の状況に応じた適切な一時保護を実施した。
　　(保護件数 85件 うちDV被害69件)

ＤＶ被害者の状況に応じた適切な一時保護
を実施することが出来た。

ＤＶ被害者の状況に応じた適切な一時保護
を図る必要がある。

女サポ

イ 53 内科小児科、精神科嘱託医による健康相談、看
護師によるケア、心理担当職員によるカウンセリ
ングを実施する。

0 0 内科小児科、精神科嘱託医による健康相談、看護師によるケアを実
施し、また一人ひとりの状況に応じてきめ細やかな心理学的個人カ
ウンセリングを実施した。

内科小児科、精神科嘱託医による健康相
談、看護師によるケア、心理担当職員による
カウンセリングを実施することが出来た。

内科小児科、精神科嘱託医による健康相談
を拡充し、看護師によるケアを祝日もできる
ようにする等検討していく。心理担当職員に
よるカウンセリングについて、低年齢の同伴
児も適切に受けられるよう工夫していく必要
がある。

女サポ

ウ 54 入所中には、ＤＶ被害者一人ひとりの状況に応じ
て、医療機関や裁判所、ハローワーク等への同
行支援を実施する。

0 0 入所中は、DV被害者一人ひとりの状況に応じて、医療機関や裁判
所への同行支援を実施した。

入所中には、ＤＶ被害者一人ひとりの状況
に応じて、医療機関や裁判所、ハローワーク
等への同行支援を実施することが出来た。

ＤＶ被害者一人ひとりの状況に応じて、医療
機関や裁判所、ハローワーク等への同行支
援をより適切に実施するために、市町村等
関係機関と連携して実施していく必要があ
る。。

女サポ

エ 55 ＤＶ被害者の様々な状況や安全確保に対応する
ために、社会福祉施設や民間シェルター等と一
時保護委託契約を結び、必要に応じた一時保護
委託を行う。

6,614 1,878 ＤＶ被害者の様々な状況や安全確保に対応するために、社会福祉
施設や民間シェルター等と一時保護委託契約を結び、必要に応じ
た一時保護委託が行えるよう、連携強化を図った。

ＤＶ被害者の様々な状況や安全確保に対
応するために、社会福祉施設や民間シェル
ター等と一時保護委託契約を結び、必要に
応じた一時保護委託を行うことが出来た。

ＤＶ被害者の様々な状況や安全確保、また
多岐にわたるニーズに対応可能な特性のあ
る社会福祉施設及び民間シェルター等と一
時保護委託契約を結び、必要に応じた一時
保護委託を行う必要がある。

女サポ

オ 56 外国人に対して、必要に応じて、派遣による通訳
で対応するとともに、市町村等と連携して、支援
の充実を図る。（再掲）

220
再掲

97
再掲

外国籍のＤＶ被害者の相談に対応するため、通訳派遣を実施した。
（再掲）
　通訳派遣　7件

外国籍等で日本語の疎通に困難がある場
合には、派遣による通訳を活用し、市町村
等との連携によって、支援の充実を図った。
（再掲）

通訳で対応できる言語が限定されているた
め、対応可能な言を増やし、母国語で相談
できる環境を目指す。（再掲）

41 女サポ

③同伴児への支援の充実

イ 58 保育士や学習指導員と連携しながら、心理担当
職員によるカウンセリングを実施するなど、同伴
児の心理的ケアの充実を図る。

0 0 保育士や学習指導員と連携しながら、心理判定員によるカウンセリ
ングを実施するなど、同伴児の心理的ケアの充実を図った。

保育士や学習指導員と連携しながら、心理
担当職員によるカウンセリングを実施するな
ど、同伴児の心理的ケアの充実を図ることが
出来た。

同伴児の意向を広く聞き取りながら、心理担
当職員は保育士や学習指導員と連携してカ
ウンセリングを実施するなど、同伴児の心理
的ケアの充実を図る必要がある。

女サポ

一時保護中の同伴児について、保育士が集団
保育や個別保育を実施したり養育相談に対応す
るとともに、教員資格を有する学習指導員が学齢
児の学習指導や学習相談を実施するなど、保
育・教育体制の充実を図る。

保育士が集団保育や個別保育を実施するとともに、養育相談に対
応し、また、教員資格を有する学習指導員が学齢児の学習指導や
学習相談を実施するなど、保育・教育体制の充実を図った。

0 市町村担当課長会議、県内を4地域に分けた地域別市町村ＤＶ対
策担当課長及び担当者会議を開催し、県や各市町村のＤＶ関係施
策の取り組みについて情報提供するとともに、市町村での取り組み
について情報交換を行うことにより市町村の取組の促進を図った。

0 女サポ

00 女サポ一時保護中の同伴児について、保育士が
集団保育や個別保育を実施し、養育相談に
も対応していく必要がある。また、教員資格
を有する学習指導員が学齢児の学習指導
や学習相談を実施するなど、保育・教育体
制の充実を図る必要がある。

一時保護中の同伴児について、保育士が
集団保育や個別保育を実施したり養育相談
に対応するとともに、教員資格を有する学習
指導員が学齢児の学習指導や学習相談を
実施するなど、保育・教育体制の充実を図
ることが出来た。

施策の内容

施
策
番
号

令和３年度

ア-
1

項
目

地域の実情に合わせた支援体制の強化や市町
村で行っている緊急避難支援の活用が図られる
よう、市町村に対し働きかけを行う。

50

ア 緊急時における移送手段、避難場所の
確保
　　（5-10-②-ア再掲、 6-12-①-ア再掲）

ア 保育・教育体制の充実
　　（4-8-①-ウ再掲）
イ 心理的ケアの充実

57ア

ア 多様なケースに応じた一時保護
イ 医学的ケア・心理学的ケアの充実
ウ ケースワーカーによる同行支援の実施
エ 一時保護委託先との連携の強化
    （6-12-③-イ再掲）
オ 外国人への配慮
　　(再掲2-3-①-ウ-2）

施策
担当課

平成２９年度から令和３年度（計画期間）
再掲（親
施策番
号）

今後も緊急時のDV被害者等への支援拡充
がなされ、緊急避難支援の活用が図られる
よう、その意義を市町村と共有し働きかける
機会をつくる。

市町村の担当課長会議等における情報提
供や情報交換を通して、緊急避難支援の活
用を働きかけた。



④警察等による安全確保のための取組 0 0

イ-
1

60 保護命令を申し立てた被害者に危害を防止する
ための留意事項等を教示するほか、加害者への
命令遵守の指導、違反行為時の速やかな検挙
に努める。

0 0 保護命令発令時には、被害者への防犯指導及び加害者への命令
遵守の指導を実施した。
　また、被害者の避難先を管轄する警察署への引き継ぎや情報提
供等、必要に応じた保護対策に努めた。
　傷害や暴行等の刑法犯についても積極的に事件化を図り、被害
者の保護を図った。

保護命令発令時には、被害者への防犯指
導等の実施、加害者への命令遵守の指導
の実施、保護命令違反行為や傷害、暴行等
を認知した際には、積極的な検挙に努める
ことができた。
　また、被害者の避難先を管轄する警察署
への引継ぎや情報提供等を実施し、被害者
の保護対策に万全を期すことが出来た。

引き続き、保護命令発令時には、被害者へ
の防犯指導等の実施、加害者への命令遵
守指導の実施を推進していき、保護命令違
反行為や傷害、暴行等を認知した際は、積
極的な検挙措置等を実施していく。
また、被害者の避難先を管轄する警察署へ
の引継ぎや情報提供を確実に実施してい
き、保護対策に万全を期していく。

(警)人身安
全対策課

イ-
2

61 配暴センターにおいて、被害者に安全確保や保
護命令について情報提供をしたり、被害者の意
思を確認した上で、支援に関わる関係機関等に
保護命令が発令された旨を伝えるなど、被害者
の安全確保に配慮する。

0 0 配暴センターにおいて、被害者に対して安全確保や保護命令につ
いて情報提供を行い、被害者の意思を確認した上で、警察に対して
必要な情報提供を行うなど、被害者の安全確保に配慮した。

配暴センターにおいて、被害者に安全確保
や保護命令について情報提供をし、被害者
の意思を確認した上で、警察に対して必要
な情報提供を行うなど、被害者の安全確保
に配慮した。

引き続き、配暴センターにおいて、被害者に
安全確保や保護命令について情報提供を
し、被害者の意思を確認した上で、警察に
対して必要な情報提供を行うなど、被害者
の安全確保に努めていく。

児童家庭
課

ウ 62 女性サポートセンターにおいて、危機管理体制
を強化するため、危機管理マニュアルに基づき、
日常的な対応を含め、防災及び不審者侵入を
想定した訓練を実施する。

0 0 危機管理体制を強化するため、危機管理マニュアルに基づき、日常
的な対応を含め、防災及び感染症対策訓練を実施した。

危機管理体制を強化するため、危機管理マ
ニュアルに基づき、日常的な対応を含め、
防災及び感染症対策訓練を実施することが
できた。

今後も危機管理体制を強化するため、危機
管理マニュアルに基づき、日常的な対応を
含め、防災及び感染症対策訓練を実施して
いくことが必要である。また、コロナ以外にも
日々変わりゆく情勢にあったマニュアルを策
定していく。

女サポ

被害者の安全確保のため警察に必要な情報を
提供するとともに、保護命令の迅速な処理のた
めに裁判所との情報共有を図る。

児童家庭
課

59ア 被害者の安全確保のため、警察に必要な情報提供を行った。
保護命令手続きに関する関係機関との協議会については、新型コ
ロナウイルス感染拡大により中止となったが、主催者裁判所に対し、
随時質疑応答と次年度の早期開催を要望した。
　県主催：家庭等における暴力対策ネットワーク実務者連絡会議
　　         ・書面開催
　地裁主催：保護命令手続きに関する関係機関との協議会
　　         ・ 中止

ア 安全確保のための関係機関との連携
イ 保護命令に対する対応強化
ウ 危機管理体制の充実

関係機関が一堂に会す有用な会議であり、
コロナ禍においても必要な情報交換できる
よう、オンラインの活用など開催方法を工夫
していく。

例年、県主催の「家庭等における暴力対策
ネットワーク実務者連絡会議」、
地裁主催の「保護命令手続きに関する関係
機関との協議会」において、積極的な情報
交換が行われたが、令和２年度以降、新型
コロナウイルス感染拡大により、書面開催や
中止となっている。



基本目標３　被害者の自立に向けた支援

施策の方向５　生活の安定に向けた支援の推進

施策の実施予定
当初予算
額（千円）

決算額
（千円）

施策の実施結果 事業の実施結果に対する評価 今後の方向性・検討課題

①被害者の自立に向けた総合的な支援
の充実【重点】

イ 64 必要に応じてＤＶ被害者に対し、保護命令や離婚調停な
どの法的支援についての情報提供を行う。

0 0 被害者の意向に基づき、必要に応じて保護命令や離婚調停などの法的
支援についての情報提供を行った。

被害者の意向を踏まえ、保護命令や離婚調
停などの法的支援についての情報提供を
行った。

被害者の意向に基づいて、保護命令や離
婚調停等の法的支援について適切な情報
提供に努める。

女サポ

ウ 65 一時保護所入所中及び退所後のＤＶ被害者を支援する
生活再建支援事業について、被害者のニーズを把握しな
がら実施していく。

821 0 本年度は、事業を見直し、DV被害者支援にノウハウのある民間団体へ
委託をした。
同行支援　0件

計画期間中の実施についてはH29年度が3
回、H30年度が2回、R元年度が1回、R2年度
とR3年度は0回となっており、実施回数が
年々減っている。一時保護所入所者も減少
傾向であり、実施回数の減少につながって
いる。

当事業利用希望者が少ないことから、一時
保護入所中及び退所後のＤＶ被害者が利
用しやすいものとして改善していく必要があ
る。

児童家庭課

エ 66 ＤＶ被害者が自分らしい生活を取り戻せるよう法律や就職
講座など自立を支援する講座を引き続き実施する。（再
掲）

312
再掲

154
再掲

ＤＶ被害者を対象にした自立支援講座を計5回実施した。（再掲）
○自立のためのワーク　２回　１２/２及び１/２０
○就職・キャリア講座　１回　１２/１０
○法律講座　１回　１２/１６
○公開講座　１回　１/２９
参加者計３６名

令和2年度の講座が新型コロナウイルス感染
拡大防止の観点から全て中止となったことを
踏まえ、令和3年度は会場参加でのグルー
プワークのほかに、Zoomを用いたオンライン
形式での開催も実施した。
　

引き続き、多くの被害者が参加でき、自立に
必要な知識の習得や新たな気づきを得られ
る講座の開催に努める。

43 男女セン
ター

②地域でのサポート体制の整備
　　　　　　　　　　　　≪5-10-③再掲≫

イ 68 ＤＶ被害者支援が円滑に進むよう、既存のネットワーク会
議などに参加し、情報提供を行うとともに、地域別ＤＶ被害
者支援連絡会議（書面開催）や地域別市町村ＤＶ対策担
当課長会議（4地域で開催）等において情報提供を行う。

0 0 市町村の要保護児童及びDV対策協議会など既存のネットワーク会議に
参加するとともに、地域別ＤＶ被害者支援連絡会議（書面開催）や地域
別市町村ＤＶ対策担当課長及び担当者会議（4地域で開催）等において
情報提供を行った。

地域の既存ネットワーク会議への参加、ＤＶ
被害者支援連絡会議や地域別市町村ＤＶ
対策担当課長会議等において情報提供等
を行った。

DV被害者支援が更に円滑に進むことを目
指して、参加する地域の既存ネットワーク会
議数を増やし、連携の強化を図る。

女サポ

③精神的なケアの充実

イ 70 ＤＶ被害者が自分らしい生活を取り戻せるよう法律や就職
講座など自立を支援する講座を引き続き実施する。（再
掲）

312
再掲

154
再掲

ＤＶ被害者を対象にした自立支援講座を計5回実施した。（再掲）
○自立のためのワーク　２回　１２/２及び１/２０
○就職・キャリア講座　１回　１２/１０
○法律講座　１回　１２/１６
○公開講座　１回　１/２９
参加者計３６名

令和2年度の講座が新型コロナウイルス感染
拡大防止の観点から全て中止となったことを
踏まえ、令和3年度は会場参加でのグルー
プワークのほかに、Zoomを用いたオンライン
形式での開催も実施した。
　

引き続き、多くの被害者が参加でき、自立に
必要な知識の習得や新たな気づきを得られ
る講座の開催に努める。

43 男女セン
ター

④ＤＶ被害者が必要とする各種制度の周
知と活用への支援【重点】

イ 72 ＤＶ被害者からの申し出に基づき、住民票等の交付・閲覧
制限が確実に行われるように、会議等で市町村へ周知徹
底を図る。

0 0 ＤＶ被害者からの申し出に基づき、住民票等の交付・閲覧制限が確実に
行われるように、会議等で市町村へ周知するとともに、文書により個人情
報の保護が確実に行われるよう徹底を図った。

毎年行われるＤＶ対策担当課長会議等に
て、個人情報保護が確実に行われるよう口
頭で説明するとともに、文書でも伝えることを
継続し、徹底を図ることができた。

自治体が支援措置をかけていたＤＶ被害者
の住所を加害者側へ知らせてしまうという報
道が後を絶たず、個人情報保護の観点から
も連携を深めることの重要性について、今後
も働きかけを行っていく必要がある。

児童家庭課

ウ 73 ＤＶ被害者が加害者との生計維持関係がなくなった場合
の保険の手続きを速やかにできるよう、制度等の情報提供
について、市町村へ周知徹底を図る。

0 0 ＤＶ被害者が加害者との生計維持関係がなくなった場合の保険の手続き
を速やかにできるよう、制度等の情報提供について、会議等において市
町村へ周知徹底を図った。（令和３年３月２９日付け、保保発０３２９第１号
「被保険者等からの暴力等を受けた被扶養者の取扱い等について」によ
り制度改正）

令和３年度の制度改正に伴い、マニュアル
を更新するとともに、市町村ＤＶ対策担当課
長会議等を通じて、制度等について周知徹
底を図った。

引き続き、保険に関する手続きが速やかに
できるよう、配暴センター、市町村へ周知徹
底していく。

児童家庭課

ア 0被害者に対し、生活保護や児童扶養手当などの福祉制
度についての情報提供を行うとともに、各種手続きがス
ムーズに行われるよう、市町村に働きかけを行う。

女サポ

0 児童家庭課

0 女サポ

配偶者暴力相談支援センターや市町村ＤＶ
対策担当課で情報共有する場が少ないこと
から、支援機関ごとの取組や好事例を共有
する場を増やしたり、ＤＶ被害者支援におい
て有益な会議等なるよう工夫を重ねていく。

本人の意向を踏まえ入所中のカウンセリング
を実施し、退所後にも継続できるよう情報提
供を行った。

本人や同伴児等の意向を尊重しながらカウ
ンセリングを実施し、精神的なケアをより効
果的な方法で実施していく。

相談においては生活保護等の福祉制度に
ついて積極的に情報提供した。一時保護に
おいては、被害者に対し、生活保護や児童
扶養手当などの福祉制度についての情報
提供を行うとともに、各種手続きがスムーズ
に行われるよう、市町村に働きかけを行うこと
が出来た。

相談においては生活保護等の福祉制度に
ついて積極的に情報提供し、必要に応じて
市町村とも連携し、活用を支援していく。一
時保護においては、被害者に対し、生活保
護や児童扶養手当などの福祉制度につい
ての情報提供を行うとともに、各種手続きが
スムーズに行われるよう、市町村に働きかけ
を行う必要がある。

毎年開催しているＤＶ対策担当課長会議に
て、関係機関の連携を深めるよう働きかけを
行った。自治体での好事例があった場合に
は、その自治体から報告してもらうなどし、自
治体同士の交流も図った。

女サポ

施策の内容

施
策
番
号

ア 自立につなげる支援
イ 司法手続きに関する支援
ウ 生活再建支援事業等の充実
　　（3-6-①-イ再掲）
エ 自立支援講座の充実
　　（再掲2-3-①-オ、3-5-③-イ再掲）

施策
担当課

ＤＶ被害者の生活再建に向け、本人の意思
を尊重しながら、状況に応じた情報提供、機
関連携を拡充する。

ア

項
目

令和３年度

63 0 相談及び一時保護事業において、ＤＶ被害
者の生活再建に向け、本人の意思や状況に
応じた情報提供、機関連携を行った。

ＤＶ被害者本人の意思に添いながら、市町村等関係機関
と連携し、自立支援を行う。

相談及び一時保護事業において、ＤＶ被害者の生活再建に向け、本人
の意思や状況に応じた情報を提供し、市町村や関係機関に繋げていっ
た。また、必要に応じて被害者に対し、保護命令や離婚調停などの法的
支援についての情報提供を行った。

0

ア カウンセリングの充実
イ 自立支援講座の実施
　　(再掲2-3-①-オ、再掲3-5-①-エ）

ア 地域でのサポート体制の整備
　　（5-10-③-ア再掲）
イ 地域におけるネットワーク会議との連携
　　（４-７-②-ア再掲、5-10-③-イ再掲）

ア 福祉制度等の活用
イ 住民基本台帳の閲覧制限
ウ 健康保険の加入
エ 生活困窮者自立支援制度の活用
　　（3-6-②-ウ再掲）
オ 生活福祉資金貸付制度の活用
カ ＤＶ被害者が利用可能な各種制度等の
総合的な情報提供

配暴センターの相談及び一時保護事業において、被害者の意向に基づ
き、必要に応じて生活保護や児童扶養手当などの福祉制度についての
情報提供を行うとともに、各種手続きがスムーズに行われるよう市町村に
働きかけを行い、連携して支援にあたった。

市町村に対し、窓口の一元化や庁内ネットワーク会議の
設置などを働きかけ、地域におけるサポート体制の強化を
促進する。

市町村を対象とした会議等で関係機関が連携した被害者支援の重要性
について説明した。また、地域別にＤＶ対策関係者会議を開催（書面開
催）し、関係機関の連携を深めるよう働きかけを行った。

0ア 67

71

ア 69 女性サポートセンター退所後も、ＤＶ被害者が継続してカ
ウンセリングを受けやすいよう、情報提供を行う。

0

0 一時保護所を退所した後もDV被害者が継続してカウンセリングを受けや
すいよう情報提供を行った。

平成２９年度から令和３年度（計画期間）
再掲（親
施策番
号）



エ 74 市及び町村部の生活困窮者の相談窓口において、新型
コロナウイルスの影響が長期化する中、ＤＶ被害者を含む
生活困窮者の相談に応じ、必要な情報提供や就労支援
などを行い、生活困窮者の自立の促進を図るとともに、制
度の一層の周知を図る。
　・生活困窮者自立相談支援事業

43,952 58,502 市及び町村部の生活困窮者の相談窓口において、ＤＶ被害者を含む生
活困窮者の相談に応じ、必要な情報提供や就労支援などを行い、生活
困窮者の自立の促進を図るとともに、制度の一層の周知を図った。　新
型コロナウイルスの影響により本年度は昨年度と比較すると減少したが、
新型コロナウイルスの影響が出る前の令和元年度と比較すると相談件数
等が約２倍となっている。
・新規相談件数　  601件（前年度比　339件の減）
・プラン作成件数　200件（前年度比　6件の増）

新型コロナウイルスの影響が継続する中、増
大する相談件数に対し、各自立相談支援機
関が相談者のニーズを聞き取り、住居確保
給付金の支給や生活福祉資金の貸付等に
つなげた。また、経済的支援等様々なニー
ズが制度につながるよう、県ホームページに
制度の概要と各市や郡部の相談窓口を掲
載したりするなど、制度の周知を進めた。

新型コロナウイルスの影響が長期化する中、
経済的な支援等が必要な方々にそれぞれ
のニーズに対応したきめ細やかな相談支援
を行っていく必要がある。
相談者のニーズを丁寧に聞き取り、新型コロ
ナウイルスの影響による収入減等に対応し
た住居確保給付金の支給や生活福祉資金
の貸付、ハローワーク等が行う就労支援など
につなげていく。

健康福祉指
導課

オ 75 千葉県社会福祉協議会において、ＤＶ被害者を含む低所
得世帯等に対し、転宅費や緊急小口資金などの資金の貸
付を行い、経済的な自立と生活の安定を図ることができる
よう、市及び町村部の生活困窮者の相談窓口と市町村社
会福祉協議会の生活福祉資金貸付事業の相談窓口の連
携を強化する。併せて、新型コロナウイルスの影響による
収入減に対応した特例貸付について円滑な貸付を行う。
　・生活福祉資金貸付事業推進費補助金

72,818 18,344,717 千葉県社会福祉協議会において、ＤＶ被害者を含む低所得世帯等に対
し、転宅費や緊急小口資金などの資金の貸付を行い、経済的な自立と
生活の安定を図ることができるよう、市及び町村部の生活困窮者の相談
窓口と市町村社会福祉協議会の生活福祉資金貸付事業の相談窓口の
連携を強化した。本年度も、前年度に引き続き、新型コロナウイルスの影
響による収入減に対応した特例貸付を行った。前年度との比較では件数
金額ともに減っているが、高止まりしている。
・貸付決定件数  43,037件（前年度比 35,271件の減）
・貸付金額　17,516,338千円（前年度比 10,191,423千円の減）

 新型コロナウイルスの影響が継続する中、
増大する相談件数に対し、各自立相談支援
機関が相談者のニーズを聞き取り、住居確
保給付金の支給や生活福祉資金の貸付等
につなげた。また、経済的支援等様々な
ニーズが制度につながるよう、県ホームペー
ジに制度の概要と各市や郡部の相談窓口を
掲載したりするなど、制度の周知を進めた。

新型コロナウイルスの影響が長期化し、貸付
件数が高止まりする中、円滑な貸付業務を
継続していく必要がある。

健康福祉指
導課

カ 76 市町村会議等で、ハンドブックの活用について働きかける
とともに、掲載情報を毎年度更新したものを作成・配布す
る。

0 0 ＤＶ被害者が利用可能な各種制度等に係る相談窓口の情報を掲載した
「ＤＶ被害者のための支援機関ハンドブック」（相談機関用）を更新し、
県・市町村等の相談機関に配布した。(当事者用は廃止)

毎年更新したハンドブックを県内の相談機
関へ配布している。また、相談機関が各種
相談窓口を当事者へ提示しやすくするため
のシートを作成し、活用を促した。

相談機関よりハンドブックを活用している声
が聞かれるため、毎年更新していくことはも
ちろんのこと、掲載内容を精査し、当事者の
ニーズに合わせたものとする必要がある。

児童家庭課



基本目標３　被害者の自立に向けた支援

施策の方向６　生活基盤を整えるための支援の推進

施策の実施予定
当初予算
額（千円）

決算額
（千円）

施策の実施結果 事業の実施結果に対する評価 今後の方向性・検討課題

①住宅の確保 ア 0

イ 79 一時保護所入所中及び退所後のＤＶ被害者を
支援する生活再建支援事業について、被害者の
ニーズを把握しながら実施していく。（再掲）

821
再掲

0
再掲

ＤＶ被害者生活再建支援事業を実施した。（再掲）
コーディネート業務0件　同行支援0回

ＤＶ被害者生活再建事業を実施した。 制度の利用のしにくさから希望者が少なかっ
たため、制度の見直し等を図る必要がある。

65 児童家庭課

②就労の支援 0

イ-
1

81 母子家庭等就業・自立支援センター事業
ＤＶ被害者を含めた母子家庭の母等に対し、就
業相談の実施、就業支援講習会の実施、就労情
報提供等一貫した就業支援サービスを提供す
る。
（就業支援講習会）
　パソコン講習会　２コース　定員２０名（予定）
　介護職員初任者講習会１コース　定員１６名
（予定）
（就業相談・就労情報提供）常時

13,632 9,344 DV被害者を含めた母子家庭の母等に対し、就業相談の実施、就業支
援講習会の実施、就業情報提供等一貫した就業支援サービスを提供。
（就業支援講習会）
パソコン講座（MS Office基礎＋Excel応用）10名
パソコン講座（Excel実務コース）3名
介護職員初任者研修（パソコン基礎学習）6名
（就業相談・就労情報提供）常時

就業支援講習会について、平成２９年度か
ら令和３年度まで、パソコン、介護の講座を
中心に毎年度３講座ずつ実施し、ひとり親家
庭等の就職等に向けたスキルアップに寄与
した。

就業支援講習会の実施にあたり、定員に対
して応募者が少ない講座があった。
よりひとり親から選ばれる講座となるよう検討
する。

児童家庭課
（ひとり親）

イ-
2

82 内職求人事業所から依頼を受け、内職求人情報
を県ホームページに掲載し、求職者に情報を提
供する。また、インターネットを利用出来ない求職
者に対しては、電話で求人情報を紹介する。

0 0 内職求人事業所から依頼を受け、内職求人情報を県ホームページに掲
載し、求職者に情報を提供した。また、インターネットを利用出来ない求
職者に対しては、電話で求人情報を紹介した。
・新規掲載件数　6件
・電話等対応件数　329件

事業所からの内職求人情報の掲載申込を
受けて県ホームページに掲載するとともに、
電話等の問合せに対応することにより、内職
を希望する県民に対して適切に内職求人情
報を提供することができた。

引き続き、内職求人情報を県ホームページ
へ掲載するとともに、電話等の問合せに対し
情報提供を行う。

雇用労働課

イ-
3

83 千葉県ジョブサポートセンターにおいて、主に子
育て中の女性や中高年齢者を対象に生活就労
相談を実施するとともに、再就職に向けたセミ
ナー等を市町村等と連携して開催する。また、主
に正社員での再就職を希望する女性求職者に
対して、個人のニーズや能力に応じた再就職支
援プログラム等を実施する。

69,247 69,247 主に子育て中の女性や中高年齢者を対象とし、就労相談や再就職支援
セミナー、企業と求職者の交流会等を行ったほか、県内各地でも市町村
と共催の出張セミナーなど各種の就労支援を行った。
また、主に正社員での再就職を希望する女性に対し、個人のニーズや
能力に応じた再就職支援プログラム等を行った。
年間利用者数：12,132名

ハローワークと連携して、生活就労相談から
職業相談、職業紹介等、再就職に向けた総
合的なサービスを提供した結果、利用者数・
就職決定者数ともに前回計画期間の実績を
上回った。

（検討課題）
・新型コロナウイルス感染症の影響により雇
用情勢が悪化し、求職者の支援ニーズが増
加している一方、対面型サービスを従来のよ
うに実施することが難しい状況が続いてい
る。
（今後の方向性）
・求職者の支援ニーズに応じた情報提供な
ど、一人一人にあった、きめ細かい支援を行
う。
・県内各地域にお住まいの方々の利便性向
上を図るため、ハローワークや市町村との連
携を一層強化し、出張セミナー・出張相談会
や相談支援等を実施するとともに、オンライ
ンによる支援を拡充する。

雇用労働課

ウ 84 市及び町村部の生活困窮者の相談窓口におい
て、新型コロナウイルスの影響が長期化する中、
ＤＶ被害者を含む生活困窮者の相談に応じ、必
要な情報提供や就労支援などを行い、生活困窮
者の自立の促進を図るとともに、制度の一層の周
知を図る。
　・生活困窮者自立相談支援事業

43,952 54,776 市及び町村部の生活困窮者の相談窓口において、ＤＶ被害者を含む生
活困窮者の相談に応じ、必要な情報提供や就労支援などを行い、生活
困窮者の自立の促進を図るとともに、制度の一層の周知を図った。　新
型コロナウイルスの影響により本年度は昨年度と比較すると減少したが、
新型コロナウイルスの影響が出る前の令和元年度と比較すると相談件数
等が約２倍となっている。
・新規相談件数　  601件（前年度比　339件の減）
・プラン作成件数　200件（前年度比　6件の増）

新型コロナウイルスの影響が継続する中、増
大する相談件数に対し、各自立相談支援機
関が相談者のニーズを聞き取り、住居確保
給付金の支給や生活福祉資金の貸付等に
つなげた。また、経済的支援等様々なニー
ズが制度につながるよう、県ホームページに
制度の概要と各市や郡部の相談窓口を掲
載したりするなど、制度の周知を進めた。

新型コロナウイルスの影響が長期化する中、
経済的な支援等が必要な方々にそれぞれ
のニーズに対応したきめ細やかな相談支援
を行っていく必要がある。
相談者のニーズを丁寧に聞き取り、新型コロ
ナウイルスの影響による収入減等に対応し
た住居確保給付金の支給や生活福祉資金
の貸付、ハローワーク等が行う就労支援など
につなげていく。

健康福祉指
導課

女サポ

住宅課

施策
担当課

0 単身のＤＶ被害者を含め、抽選の際、当選
確率を引き上げる措置を実施する。各市町
村に対し、公営住宅の優先入居等の取り扱
いについて適宜情報提供を行う。

0

再掲（親
施策番
号）

相談事業において、被害者に対し、関係機
関との連携によりハローワークやマザーズハ
ローワークを有効に活用できるよう情報提供
を行う必要がある。

平成２９年度から令和３年度（計画期間）

過去５年の結果と比較すると、概ね平年通り
の応募状況となっている。（H28～R２平均応
募世帯数：2.8世帯）

単身のＤＶ被害者を含め、抽選の際、当選確率を引き上げる優遇措置を
実施した。
令和３年度の応募結果
応募２件（４月０件、７月０件、１０月１件、１月１件）　入居０件

令和３年度

相談事業において、被害者に対し、関係機関との連携によりハローワー
クやマザーズハローワークを有効に活用できるよう情報提供を行った。

相談事業において、被害者に対し、関係機
関との連携によりハローワークやマザーズハ
ローワークを有効に活用できるよう情報提供
を行うことができた。

施策の方向

施
策
番
号

項
目

ア

ア 就労の支援体制の充実
イ 職業訓練及び各種セミナーの実施
ウ 生活困窮者自立支援制度の活用
　　(再掲3-5-④-エ）

ア 住宅の確保
イ 生活再建支援事業等の充実
    (再掲3-5-①-ウ）

80

77,
78

単身のＤＶ被害者を含め、抽選の際、当選確率
を引き上げる措置を実施する。各市町村に対し、
公営住宅の優先入居等の取り扱いについて適宜
情報提供を行う。

被害者に対し、関係機関との連携によりハロー
ワークを有効に活用できるよう情報提供を行う。



基本目標４　子どもの安全確保と健やかな成長への支援

施策の方向７　虐待の早期発見と安全確保

令和３年度

施策の実施予定
当初予算
額（千円）

決算額
（千円）

施策の実施結果 事業の実施結果に対する評価 今後の方向性・検討課題

①ＤＶ相談と児童虐待相談の連携【重
点】

ア-
2

86 児童虐待について、関係機関の連携を強化し、児
童虐待防止等を総合的に推進するため千葉県要
保護児童対策協議会を開催する。

98 0 児童虐待について、関係機関の連携を強化し、児童虐待防止等を
総合的に推進するため千葉県要保護児童対策協議会を開催した。
　　　令和4年2月19日（書面開催）

県の児童虐待の状況についての情報共有
を行った。また、「千葉県子どもを虐待から
守る条例」に基づく基本計画（素案）や基本
計画の策定後は、進捗状況の報告につい
て行った関係機関との意見交換などは、連
携の強化や施策の改善につながるものであ
り、児童虐待防止等の推進に向けて機能し
ている。

直近２年度は、書面開催となっており、即時
的な意見交換が行えていない状況である。
対面形式での会議開催等により、率直な意
見交換、情報共有を行うことで、関係機関と
の連携をより緊密にする。

児童家庭課

イ-
1

87 ＤＶ・児童虐待職務関係者研修を新任者対象（基
本・応用）と経験者対象にて実施する。（再掲）
　新任職員研修（Ⅰ部）　　　　４回
　新任職員研修（Ⅱ部）　　　　４回
　新任職員研修（Ⅲ部）　　　　４回
　新任職員研修（Ⅳ部）　　　　３回
　担当職員研修（経験者） 　　３回

ＤＶ：670
虐待：
1801
再掲

DV:805
虐待：831

再掲

市町村、県及び関係機関職員を対象としたＤＶ・児童虐待職務関係
者研修を実施した。（再掲）
　　新任職員研修（Ⅰ部・4回）、（Ⅱ部・4回）、（Ⅲ部・4回）、（Ⅳ部4
回）
　　　　参加者合計９３５名
　　担当職員研修（経験者）３回（Ｚｏｏｍ）
　　　　参加者合計１７３名

コロナ禍における研修は、対面での研修が
難しい点もあったが、オンライン研修の導入
や研修回数を増やすなど工夫するとともに
内容の充実を図った。

コロナ禍における研修は、引き続きオンライ
ン研修等を活用し、内容を充実させ職務関
係者の資質向上を図っていく。

36 児童家庭課
（ＤＶ・虐待）

イ-
2

88 ＤＶによる子どもへの影響に関する研修を実施す
る。

33 30 市町村、県及び関係機関職員を対象としたＤＶによる子どもへの影
響に関する研修は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、オ
ンラインで実施した。
2/1  参加者１４４名

コロナ禍においては、オンライン研修を通じ
て、ＤＶによる子どもへの影響について、必
要な知識の習得ができた。

ＤＶによる子どもへの影響については、医師
や臨床心理士などを招き、専門性の高い講
義を企画していく。

児童家庭課

イ-
3

89 学校職員等に対してＤＶ・子ども虐待対応研修を
実施する。（再掲）

ＤＶ：198
虐待：502

再掲

DV:90
虐待：172

再掲

学校職員等に対するＤＶ・子ども虐待対応研修は新型コロナウイルス
感染拡大防止の観点からオンライン研修とした。（再掲）
（7/13、8/10、8/17、8/23　参加者合計４７３名）
医療機関職員に対してＤＶ・子ども虐待対応研修を年２回実施した。
（3/15、3/25　参加者：179名）

学校職員等が参加しやすい夏季期間中に、
オンライン研修を導入して実施し、学校職員
等として必要な対応要領を習得できた。（再
掲）

未受講の学校職員等にも必要な知識を習
得してもらうため、より効果的な方法で周知
するとともに、インターネットを活用した申込
み方法を導入する。（再掲）

35 児童家庭課
（ＤＶ・虐待）

イ-
4

90 児童家庭課

学校職員等に対してＤＶ・子ども虐待対応研修を
実施する。（再掲）

ＤＶ：60
虐待：502

再掲

DV:90
虐待：172

再掲

学校職員等に対するＤＶ・子ども虐待対応研修は新型コロナウイルス
感染拡大防止の観点からオンライン研修とした。（再掲）
（7/13、8/10、8/17、8/23　参加者合計４７３名）
医療機関職員に対してＤＶ・子ども虐待対応研修を年２回実施した。
（3/15、3/25　参加者：179名）

学校職員等が参加しやすい夏季期間中に、
オンライン研修を導入して実施し、学校職員
等として必要な対応要領を習得できた。（再
掲）

未受講の学校職員等にも必要な知識を習
得してもらうため、より効果的な方法で周知
するとともに、インターネットを活用した申込
み方法を導入する。（再掲）

35

ウ 91 家庭における暴力防止啓発パンフレットを作成し、
１歳半健診及び就学時健診の際に保護者に配布
する。（再掲）

1009
再掲

630
再掲

パンフレットを学校や市町村を通じて保護者に配布することにより、
家庭での暴力防止の働きかけを行うとともに、保護者のＤＶ被害の早
期発見及び相談につなげられるようにした。（再掲）

パンフレットを学校や市町村を通じて保護者
に配布した。また、その他関係機関にも配布
し、早期発見及び相談に繋げられるようにし
た。（再掲）

引き続きパンフレットを配布するとともに、実
態に沿ったパンフレットの内容となるよう、作
成毎内容の見直し・更新を行っていく。（再
掲）

4 児童家庭課

②地域における継続的な見守りの取組

イ 93 学校・保育所・社会福祉施設等において、児童の
安全確保を徹底するため、警察等と連携を図り、
体制の整備を促進するよう市町村に働きかける。

0 0 学校・保育所・社会福祉施設等において、児童の安全確保を徹底す
るため、警察等と連携を図り、体制の整備を促進するよう市町村に働
きかけた。

児童の安全確保を徹底するための体制整
備を促進するため、県内全ての市町村に要
保護児童対策地域協議会が設置され、構
成員で警察も参加することができた。

今後も児童の安全確保の徹底のため、継続
して会議等において市町村への働きかけを
行っていく。

児童家庭課
（ＤＶ・虐待）

施策
担当課

児童家庭課実務者会議で、児童や保護者と接することの多い児童相談所職員と
ＤＶ対策職員が議論し、同伴児への対応方法やDV被害者への情報
提供等について認識を共有し連携を図った。（4/15・1/28）

0
再掲

コロナ禍における研修は、対面での研修が
難しい点もあったが、オンラインの活用や研
修回数を増やすなど工夫するとともに内容
の充実を図った。（再掲）

コロナ禍における研修は、引き続きオンライ
ン研修等を活用し、内容を充実させ職務関
係者の資質向上を図っていく。（再掲）

36

0

ＤＶ：670
虐待：
1801
再掲

市町村、県及び関係機関職員を対象としたＤＶ・児童虐待職務関係
者研修を実施した。（再掲）
　　新任職員研修（Ⅰ部・4回）、（Ⅱ部・4回）、（Ⅲ部・4回）、（Ⅳ部4
回）
　　　　参加者合計９３５名
　　担当職員研修（経験者）３回（Ｚｏｏｍ）
　　　　参加者合計１７３名

0

女サポ市町村の要保護児童及びDV対策協議会など既存のネットワーク会
議に参加するとともに、地域別ＤＶ被害者支援連絡会議（書面開催）
や地域別市町村ＤＶ対策担当課長及び担当者会議（4地域で開催）
等において情報提供を行った。（再掲）

施策の内容

施
策
番
号

ア-
1

項
目

ア 県や市町村等の相談機関の連携
イ ＤＶ・児童虐待職務関係者研修の充実
　　（再掲1-2-④-ア-1、ア-2、
　　  6-11-①-ア-1,ア-4再掲）
ウ 子育て家庭への暴力防止の啓発の推
進
　　（再掲1-1-①-ウ、
　　　再掲1-2-③-エ-1）

85

ＤＶ・児童虐待職務関係者研修を新任者対象（基
本・応用）と経験者対象にて実施する。（再掲）
　新任職員研修（Ⅰ部）　　　　４回
　新任職員研修（Ⅱ部）　　　　４回
　新任職員研修（Ⅲ部）　　　　４回
　新任職員研修（Ⅳ部）　　　　３回
　担当職員研修（経験者） 　　３回

ＤＶ防止、児童虐待防止担当部署における実務者
会議を開催し、広報啓発や同伴児童への対応等
について連携、情報共有を図る。

ア 地域におけるネットワーク会議との連携
　　（再掲3-5-②-イ、5-10-③-イ再掲）
イ 警察等との連携による安全確保
ウ 学校職員等への研修の充実
　　（再掲1-2-④-ア-1、
　　　再掲4-7-①-イ-3,イ-4）

92ア ＤＶ被害者支援が円滑に進むよう、既存のネット
ワーク会議などに参加し、情報提供を行うとともに、
地域別ＤＶ被害者支援連絡会議（書面開催）や地
域別市町村ＤＶ対策担当課長会議（4地域で開
催）等において情報提供を行う。（再掲）

0
再掲

DV:805
虐待：831

再掲

地域の既存ネットワーク会議への参加、ＤＶ
被害者支援連絡会議や地域別市町村ＤＶ
対策担当課長会議等において情報提供等
を行った。（再掲）

DV被害者支援が更に円滑に進むことを目
指して、参加する地域の既存ネットワーク会
議数を増やし、連携の強化を図る。（再掲）

68

平成２９年度から令和３年度（計画期間）
再掲（親
施策番
号）

令和２年度から、児童虐待とＤＶ対応機関の
連携強化を図るため、児童相談所へ健康福
祉センターからＤＶ専門相談員を派遣する
出張相談を実施している。

ＤＶと児童虐待は、同じ家庭内の暴力であり
密接な関わりがあることから両部門が相互に
相談情報を共有し、支援を行うことが望まし
いが、根拠法令が異なることも影響して、情
報の取扱いに差が生じ連携が難しい点があ
る。



DV：198
再掲

DV:90
再掲

未受講の学校職員等にも必要な知識を習
得してもらうため、より効果的な方法で周知
するとともに、インターネットを活用した申込
み方法を導入する。

虐待：502
再掲

虐待：172
再掲

参加が見受けられない所属もあるため、研
修開催を手広く周知し参加を促していきた
い。（再掲）

ウ-
2

95 市町村要保護児童対策地域協議会の機能強化
及び協議会への移行を支援するために、市町村
に専門的人材を派遣するとともに、市町村・関係機
関職員支援のための研修等を実施する。（再掲）

市町村要保護児童対策地域協議会の機能強化及び協議会への移
行を支援するために、市町村に専門的人材を派遣するとともに、市
町村・関係機関職員支援のための研修等を実施した。（再掲）

36 児童家庭課

・市町村児童虐待防止ネットワーク機能強化事業 2560
再掲

866
再掲

・市町村児童虐待防止ネットワーク機能強化事業　25回派遣 ・令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡
大の影響で活用数の落ち込みが見られた
が、オンライン等を活用することにより、令和

・まだ本事業の活用実績がな市町村もある
ため、活用例等を周知し申請を促していき
たい（市町村児童虐待防止ネットワーク機能・市町村母子保健担当者研修 計６回開催予定 722

再掲
150

再掲
・市町村母子保健担当者研修

・市町村等児童虐待相談職員研修　計１８回開催
予定

1801
再掲

831
再掲

・市町村等児童虐待相談職員研修

・児童虐待防止対策担当管理職研修　計２回開催
予定

189
再掲

60
再掲

・児童虐待防止対策担当管理職研修

・関係機関研修　計５回開催予定 502
再掲

172
再掲

・関係機関研修

児童家庭課
（ＤＶ・虐待）

ウ-
1

94 学校職員等に対してＤＶ・子ども虐待対応研修を
実施する。（再掲）

35学校職員等に対するＤＶ・子ども虐待対応研修は新型コロナウイルス
感染拡大防止の観点からオンライン研修とした。（再掲）
（7/13、8/10、8/17、8/23　参加者合計４７３名）
医療機関職員に対してＤＶ・子ども虐待対応研修を年２回実施した。
（再掲）
（3/15、3/25　参加者：179名）

・令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡
大の影響で参集型が急遽中止となり開催で
きなかったが、令和３年度はオンライン開催
することにより、２年ぶりに参加者の知識・資
質向上を図る機会となった。（市町村等母子
保健担当者、児童虐待相談職員、担当管
理職、関係機関研修）
（再掲）

・市町村によっては参加が見受けられない
市町村もあるため、研修開催を手広く周知し
参加を促していきたい（市町村等母子保健
担当者、児童虐待相談職員、担当管理職、
関係機関研修）
（再掲）

・令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡
大の影響で参集型が急遽中止となり開催で
きなかったが、令和３年度はオンライン開催
することにより、２年ぶりに参加者の知識・資
質向上を図る機会となった。（再掲）



基本目標４　子どもの安全確保と健やかな成長への支援

施策の方向８　子どもに対するケア体制の充実

施策の実施予定
当初予算
額（千円）

決算額
（千円）

施策の実施結果 事業の実施結果に対する評価 今後の方向性・検討課題

①子どもの就学等への支援

ア-
2

97 学校からの交流者を１１名とし、県内６か所すべ
ての児童相談所との人事交流を実施する。

0 0 児童相談所に１１名の人事交流を行った。小学校、中学校の
主幹教諭・教諭から派遣しており、これまでの経験を生かし、
児童生徒の支援にあたることができた。

学校と県内６か所すべての児童相談所との
人事交流を実施することができ、児童生徒
の支援にあたることができた。

今後も児童相談所との人事交流を実施して
いき、児童生徒の支援にあたっていく。

(教)教育総
務課

ア-
3

98 児童相談所の一時保護所に入所した児童に対
しては、児童指導員による学習支援を行う。

0 21,654 児童相談所の一時保護所に入所した児童に対しては、児童
指導員による学習支援を行った。

児童相談所の一時保護所に入所した児童
に対しては、児童指導員による学習支援を
行った。

引き続き、児童相談所の一時保護所に入所
した児童に対しては、児童指導員による学
習支援を行っていく。

児童家庭課
（企画調整
班）

ア-
4

99 ひとり親家庭の子どもの生活向上を図るため、ひ
とり親家庭の子どもに対し、学習支援事業を実
施するよう市町村に働きかけを行う。

74,054 67,125 市町村に対しひとり親家庭の子どもの生活向上を図るため、ひ
とり親家庭の子どもに対し学習支援事業を実施するよう働きか
けた。

平成２８年度において子どもの生活・学習支
援事業を実施しているのは、１市（政令・中
核市を除く。以下同じ）だったが、県主催の
担当者会議等において市町村に働きかけ
を行い、令和３年度においては６市が当該
事業を実施している。

今後も引き続き、ひとり親家庭の子どもに対
して学習支援等を行う「子どもの生活・学習
支援事業」の実施を市町村に働きかけてい
く。

児童家庭課
（ひとり親班）

イ 100 市町村担当者が参加する会議の場で国通知の
周知を図る。
市町村担当者が参加する会議が書面開催と
なった場合は、資料を配布することにより周知を
図る。

0 0 市町村担当者会議（書面開催）で、資料配布により周知した。 保育所等の利用調整におけるDV被害者の
同伴児童を含む優先利用に関する基本的
な考え方について周知を図った。

引き続き市町村担当者が参加する会議の
場で国通知の周知を図る。

子育て支援
課

ウ 101 一時保護中の同伴児について、保育士が集団
保育や個別保育を実施したり養育相談に対応
するとともに、教員資格を有する学習指導員が
学齢児の学習指導や学習相談を実施するなど、
保育・教育体制の充実を図る。（再掲）

0
再掲

0
再掲

保育士が集団保育や個別保育を実施するとともに、養育相談
に対応し、また、教員資格を有する学習指導員が学齢児の学
習指導や学習相談を実施するなど、保育・教育体制の充実を
図った。（再掲）

一時保護中の同伴児について、保育士が
集団保育や個別保育を実施したり養育相談
に対応するとともに、教員資格を有する学習
指導員が学齢児の学習指導や学習相談を
実施するなど、保育・教育体制の充実を図
ることが出来た。（再掲）

一時保護中の同伴児について、保育士が
集団保育や個別保育を実施したり養育相談
に対応するとともに、教員資格を有する学習
指導員が学齢児の学習指導や学習相談を
実施するなど、保育・教育体制の充実を図
る必要がある。（再掲）

57 女サポ

②子どもの精神的なケア

ア-
2

103 女性サポートセンター退所後も支援が円滑に受
けられるよう、被害者本人の了承を得たうえで、
市町村を通じて児童相談所等への情報提供を
行う。

0 0 一時保護所退所後も支援が円滑に受けられるよう、被害者本
人の了承を得たうえで、市町村を通じて退所地域を管轄する
児童相談所等の関係機関への情報提供を行った。

女性サポートセンター退所後も支援が円滑
に受けられるよう、被害者本人の了承を得た
うえで、市町村を通じて児童相談所等への
情報提供を行うことが出来た。

女性サポートセンター退所後も支援が円滑
に受けられるよう、被害者本人の了承を得た
うえで、市町村を通じて児童相談所等への
情報提供を行う必要がある。

女サポ

ア-
3

104 市町村母子保健担当者研修会を実施する。
（母子保健事業全体の予算額）

3,955 1,164 　県及び保健所が主体となり、市町村母子保健担当者等に対
し、子どもの成長発達や様々な要因における精神的ケア等に
関する研修会を開催し、必要な知識や情報を提供した。

市町村母子保健担当者等母子保健従事者
に対し研修会を開催し、5年回で92回、延べ
3,919人に対し必要な知識や情報提供を
行った。
新型コロナウイルス感染症の影響はあった
が、オンライン、書面開催等開催方法の工
夫をし必要な知識や情報の提供に努めた。

継続的なケアが必要と思われる子どもにつ
いて、症状や発達段階に応じたきめ細やか
な心のケアを行うために、必要な知識や情
報の提供を研修会を開催し提供する。

児童家庭課

ア-
4

105 被虐待児や虐待を行った保護者への心理的ケ
アの充実を図るため、児童相談所において親子
に対するグループ指導及び保健師による育児
指導を実施する。
　・被虐待児童等へのグループ指導事業

11,227 2,860 主に一時保護中の被虐待児童等に対しグループ指導が実施
され、児童の情緒の安定及び心身の健全な発達が促進され
た。必要に応じて保護者へ指導の状況が伝えられ、保護者の
児童への理解に役立てられた。

主に一時保護中の被虐待児童等に対しグ
ループ指導が実施され、児童の情緒の安定
及び心身の健全な発達が促進された。必要
に応じて保護者へ指導の状況が伝えられ、
保護者の児童への理解に役立てられた。

引き続き、被虐待児や虐待を行った保護者
への心理的ケアの充実を図るため、児童相
談所において親子に対するグループ指導
及び保健師による育児指導を実施してい
く。

児童家庭課
（改革室）

ア-
5

106 児童相談所で児童虐待を行う保護者へのカウン
セリング指導を実施するため、精神科医を配置
する。
　・保護者カウンセリング強化事業

8,324 978 虐待を行う保護者に対し、必要に応じて児童相談所にて精神
科医等によるカウンセリングや指導を行い、虐待状況や家族
関係の改善等を図った。

虐待を行う保護者に対し、必要に応じて児
童相談所にて精神科医等によるカウンセリ
ングや指導を行い、虐待状況や家族関係の
改善等を図った。

引き続き、児童相談所で児童虐待を行う保
護者へのカウンセリング指導を実施するた
め、精神科医を配置していく。

児童家庭課
（改革室）

イ 107 被虐待児への心理的ケアの充実を図るため、心
理療法担当職員の配置がない民間児童養護施
設に心理療法担当職員を派遣する。
　・被虐待児等訪問心理療法等事業

3,750 170 民間児童養護施設において、被虐待児童に対して必要な心
理的ケアを行うことができた。

民間児童養護施設において、被虐待児童
に対して必要な心理的ケアを行うことができ
た。

引き続き、被虐待児への心理的ケアの充実
を図るため、心理療法担当職員の配置がな
い民間児童養護施設に心理療法担当職員
を派遣する。

児童家庭課
（改革室）

施策の内容

施
策
番
号

令和３年度

ア 転校手続きの弾力化及び学習支援
イ 保育所への優先入所
ウ 保育・教育体制の充実
　　（再掲2-4-③-ア）

教育上やむを得ぬ事情のある生徒の転入
学の対応について、各高等学校での理解
が得られている。

施策
担当課

項
目

平成２９年度から令和３年度（計画期間）
再掲（親
施策番
号）

0 教育上やむを得ぬ事情のある生徒の転入学について、適正
かつ柔軟な対応を学校に求めるとともに、県立高等学校から
の相談状況等について、課内で共通理解を図り、対応した。

0 (教)児童生
徒安全課・学
習指導課

県立高等学校に対して、教育上やむを得ぬ事
情がある場合など、適正かつ柔軟に対応するよ
う働きかける。

ア-
1

96 引続き学校に適正かつ柔軟な対応を求める
とともに、県立高等学校等からの相談に対
し、課内で共通理解を図りながら、適正に対
応する。

女サポ

ア 子どもの精神的なケアの充実
イ 民間児童福祉施設入所児童への訪問
カウンセリング

女性サポートセンター入所者の同伴児童に対し
て、保育士や学習指導員と連携しながら、心理
担当職員によるカウンセリングを実施するなど、
心理的ケアの充実を図る。

ア-
1

102 女性サポートセンター入所者の同伴児童に
対して、保育士や学習指導員と連携しなが
ら、心理担当職員によるカウンセリングを実
施するなど、心理的ケアの充実を図ることが
出来た。

女性サポートセンター入所者の同伴児童に
対して、保育士や学習指導員と連携しなが
ら、心理担当職員によるカウンセリングを実
施するなど、心理的ケアの充実を図る必要
がある。

0 一時保護所入所者の同伴児童に対して、保育士や学習指導
員と連携しながら、心理判定員によるカウンセリングを実施する
など、心理的ケアの充実を図った。

0



基本目標５　市町村におけるＤＶ対策の推進

施策の方向９　市町村における支援体制の強化促進

施策の実施予定
当初予算
額（千円）

決算額
（千円）

施策の実施結果 事業の実施結果に対する評価 今後の方向性・検討課題

①ＤＶ防止法に基づく市町村基本計画の
策定促進【重点】

ア 市町村基本計画の策定促進

②市町村配偶者暴力相談支援センター
の設置促進【重点】≪再掲2-3-②≫

ア 市町村配偶者暴力相談支援センター
設置に向けた支援（再掲2-3-②-ア）

③ＤＶ被害者の秘密保護の徹底

ア ＤＶ被害者等の秘密保護の徹底

項
目

施策の内容

施
策
番
号

基本計画を策定又は改定しようとする市町
村に、大学教授等の有識者のアドバイザー
を派遣し、一部の市町村の基本計画の策
定・改定に向けた取組を支援することができ
た。

令和３年度

108ア 基本計画を策定又は改定しようとする市町村に、
大学教授等の有識者のアドバイザーを派遣し、
計画策定等に向けた取組を支援するとともに、情
報提供や研修、市町村応援マニュアルによる支
援、個別訪問を行い策定を促進する。

施策
担当課

児童家庭課
男女課

945 大学教授等の有識者のアドバイザー派遣を3回実施（大網
白里市、旭市、銚子市）し、計画策定等に向けた市町村の
取組を支援した。

平成２９年度から令和３年度（計画期間）
再掲（親
施策番
号）

98 基本計画の策定の意向がありながらも未策
定の市町村に対して、大学教授等の有識者
のアドバイザーを派遣し、計画の策定に向
けた取組を支援する必要がある。

児童家庭課研修会や各種会議等において、ＤＶ被害者等の
個人情報保護の徹底を周知する。

0
再掲

地域別市町村ＤＶ対策担当課長会議において、市町村基
本計画策定編、配暴センター機能整備編及び関係機関と
の連携を促進するネットワーク編等からなる「市町村応援マ
ニュアル」を活用し、働きかけを行った。（再掲）

0
再掲

児童家庭課

0 研修や各種会議において、ＤＶ被害者等の個人情報保護
の徹底を周知した。

研修や各種会議等において、ＤＶ被害者等
の個人情報保護の徹底を周知を継続した。

自治体が支援措置をかけていたＤＶ被害者
の住所を加害者側へ知らせてしまうという報
道が後を断たず、個人情報保護の観点から
も連携を深めることの重要性について、今後
も働きかけを行っていく必要がある。

配偶者暴力相談支援センター未設置の市町村
に対し、情報提供や市町村応援マニュアルによ
る支援を行いながら、より多くの市町村でセン
ターが設置されるよう働きかける。（再掲）

ア

ア

109

110 0

45市町村基本計画策定については４８市町村
が整備しており、今後も継続して呼びかけを
行う。しかし、配暴センターは５市のみにとど
まっており、呼びかけの方法等について検
討が必要である。（再掲）

毎年開催しているＤＶ対策担当課長会議に
おいて、市町村基本計画策定、配偶者暴力
相談支援センター整備について「市町村マ
ニュアル」を活用し、働きかけを行った。（再
掲）



基本目標５　市町村におけるＤＶ対策の推進

施策の方向１０　地域における支援体制の整備促進

令和３年度

施策の実施予定
当初予算
額（千円）

決算額
（千円）

施策の実施結果 事業の実施結果に対する評価 今後の方向性・検討課題

①切れ目のない支援体制に向けた市町
村との連携強化

イ 112 「市町村応援マニュアル」により、地域における
継続的な生活再建支援を実施するために重要と
なる、市町村ＤＶ基本計画の策定や配暴セン
ター機能整備、関係機関等とのネットワークの構
築を市町村に働きかける。

0 0 「市町村応援マニュアル」の活用等により、計画の策定や配暴セン
ター機能整備、関係機関等とのネットワークの構築を市町村に働き
かけた。

市町村ＤＶ担当課長会議等で、市町村応援
マニュアルを活用し、基本計画の策定や配
暴センター機能整備、関係機関等とのネット
ワークの構築を市町村に働きかけることがで
きた。

基本計画を策定した市町村は48となったこ
ともあり、今後は全ての市町村での策定を目
指し、働きかけを行っていく。また、配暴セン
ターの機能整備については目標の11市に
は届いていないため、引き続き働きかけを
行っていく。

児童家庭課

ウ 113 市町村間における情報共有や支援方法の検討
などを実施できる連携体制の構築に努め、地域
の関係機関会議開催を呼びかける。

0 0 新型コロナウイルス感染拡大の影響から、市町村ＤＶ対策担当課
長会議を書面開催にて実施し、情報共有や意見交換を行った。ま
た、市町村同士で連携体制を構築していけるよう地域における会
議の開催を呼びかけた。

市町村間における情報共有や支援方法の
検討などを実施できる連携体制の構築に努
め、地域の関係機関会議開催を呼びかける
ことができた。

今後も県が主催している市町村ＤＶ対策担
当課長会議にて、地域の関係機関会議開
催を呼びかけていき、好事例の共有など、
相談機関が安心して支援ができるよう働きか
けを継続していく。

児童家庭課

エ 114 市町村及び県の相談関係機関の連絡会議を行
い、情報共有や意見交換等を取り入れ、効果的
な施策推進を促す。

478 478 「市町村犯罪被害者等支援施策担当課長会議及び県犯罪被害
者等相談関係機関連絡会議」を開催し、くらし安全推進課の取組
及び令和３年４月に議員提案により制定した「千葉県犯罪被害者
等支援条例」の概要等を説明し、犯罪被害者等支援に対する意思
統一・情報共有を図った。（R3.7.27実施）

各機関と意思統一・情報共有を図り、社会
全体で犯罪被害者等を支援していく体制づ
くりを進めた。

犯罪被害者等が県内のどの市町村に住ん
でいても同様の支援が受けられるよう、犯罪
被害者等支援を目的とした条例に関する情
報提供を行うとともに、関係機関の連携の強
化及び職員の資質向上に努める。

くらし安全推
進課

②緊急時における安全の確保

ア-
2

116 地域別に市町村や警察等関係機関との連携体
制の強化を図る。（再掲）

330
再掲

90
再掲

ＤＶ被害者支援連絡会議を書面開催により実施し、被害者の安全
確保のための役割分担等の確認を行い、連携体制の強化を図っ
た。（再掲）

コロナ禍により直接的な意見交換の機会が
持てない年度もあったが、補完的な方法も
用いながら、地域別に市町村や警察等関係
機関との連携体制の強化を図った。（再掲）

地域別に市町村や警察等関係機関との連
絡会議を開催し、地域の支援ネットワークの
拡充を図る。（再掲）

51 女サポ

③地域でのサポート体制の整備

イ 118 ＤＶ被害者支援が円滑に進むよう、既存のネット
ワーク会議などに参加し、情報提供を行うととも
に、地域別ＤＶ被害者支援連絡会議（書面で開
催）や地域別市町村ＤＶ対策担当課長会議（4地
域で開催）等において情報提供を行う。（再掲）

0
再掲

0
再掲

市町村の要保護児童及びDV対策協議会など既存のネットワーク
会議に参加するとともに、地域別ＤＶ被害者支援連絡会議（書面
開催）や地域別市町村ＤＶ対策担当課長及び担当者会議（4地域
で開催）等において情報提供を行った。（再掲）

地域の既存ネットワーク会議への参加、ＤＶ
被害者支援連絡会議や地域別市町村ＤＶ
対策担当課長会議等において情報提供等
を行った。（再掲）

DV被害者支援が更に円滑に進むことを目
指して、参加する地域の既存ネットワーク会
議数を増やし、連携の強化を図る。（再掲）

68 女サポ

ア 各種会議の実施
イ 市町村における支援体制の整備
ウ 市町村間の連携体制の構築
エ 犯罪被害者等の総合的対応窓口の効
果的活用

ア 111

ア 地域でのサポート体制の整備
    （再掲3-5-②-ア）
イ 地域におけるネットワーク会議との連携
　　（再掲3-5-②-イ、再掲4-7-②-ア）

0
再掲

ア 緊急時における移送手段、避難場所の
確保（再掲2-4-①-ア、6-12-①-ア再掲）

地域の実情に合わせた支援体制の強化や市町
村で行っている緊急避難支援の活用が図られる
よう、市町村に対し働きかけを行う。（再掲）

市町村に対し、窓口の一元化や庁内ネットワーク
会議の設置などを働きかけ、地域におけるサ
ポート体制の強化を促進する。（再掲）

0
再掲

ア

ア-
1

115

117

0地域別市町村会議などを開催し、先進的な取組
の紹介や、地域の実情に合わせた検討を行い、
市町村との連携の強化を図る。

施策の内容

施
策
番
号

施策
担当課

項
目

平成２９年度から令和３年度（計画期間）
再掲（親
施策番
号）

児童家庭課0 新型コロナウイルス感染拡大の影響から実
施方法を書面開催やＷｅｂ会議システムＺｏｏ
ｍを使用するなど、変化せざるを得ない状
況となったが、柔軟に対応し、毎年開催する
ことができた。

集合形式での会議に頼らない開催をするこ
とはできたが、情報交換や意見交換に課題
があるため、内容を検討していく必要があ
る。

新型コロナウイルス感染拡大の影響から、市町村ＤＶ対策担当課
長会議を書面開催にて実施した。被害者支援に向けた情報交換
や意見交換を行うなど、市町村との連携強化を図った。

児童家庭課0
再掲

女サポ0
再掲

市町村の担当課長会議等における情報提
供や情報交換を通して、緊急避難支援の活
用を働きかけた。（再掲）

今後も緊急時のDV被害者等への支援拡充
がなされ、緊急避難支援の活用が図られる
よう、その意義を市町村と共有し働きかける
機会をつくる。（再掲）

毎年開催しているＤＶ対策担当課長会議に
て、関係機関の連携を深めるよう働きかけを
行った。自治体での好事例があった場合に
は、その自治体から報告してもらうなどし、自
治体同士の交流も図った。（再掲）

市町村を対象とした会議等で関係機関が連携した被害者支援の
重要性について説明した。また、地域別にＤＶ対策関係者会議を
開催（書面開催）し、関係機関の連携を深めるよう働きかけを行っ
た。（再掲）

配偶者暴力相談支援センターや市町村ＤＶ
対策担当課で情報共有する場が少ないこと
から、支援機関ごとの取組や好事例を共有
する場を増やしたり、ＤＶ被害者支援におい
て有益な会議等なるよう工夫を重ねていく。
（再掲）

市町村担当課長会議、県内を4地域に分けた地域別市町村ＤＶ対
策担当課長及び担当者会議を開催し、県や各市町村のＤＶ関係
施策の取り組みについて情報提供するとともに、市町村での取り組
みについて情報交換を行うことにより市町村の取組の促進を図っ
た。（再掲）

67

50



基本目標６　被害者支援のための体制強化

施策の方向１１　職務関係者の資質向上

施策の実施予定
当初予算
額（千円）

決算額
（千円）

施策の実施結果 事業の実施結果に対する評価 今後の方向性・検討課題

①ＤＶ職務関係者研修等の充実【重点】

ア-
2

120 ＤＶ被害者の自立支援に必要な法的知識や就職支
援のノウハウについての自立支援スキルアップ研修
を行う。

66 60 市町村、県及び関係機関職員を対象とした自立支援スキルアップ研修
は、新型コロナウイルス感染拡大防止のためオンラインで実施した。
6/23 参加者７８名

ＤＶ被害者の自立支援に必要な
法的知識や就職支援のノウハウ
について習得した。コロナ禍で
は、オンライン研修を導入し各種
機能を活用した。

ＤＶ被害者で自立支援講座への
参加が有効と思われる場合、適
切な案内ができるよう支援者自身
が同講座を理解する必要がある。

児童家庭課

ア-
3

121 困難事例への対応方法などを学ぶ被害者支援スキ
ルアップ研修を行う。

66 30 市町村、県及び関係機関職員を対象とした被害者支援スキルアップ研修
は、新型コロナウイルス感染拡大防止のためオンラインで実施した。
10/7  参加者６５名

ＤＶ被害者支援を行う民間支援
団体等から講師を招き、困難事
例への対応方法などを学んだ。

引き続き、現場における困難事例
を吸い上げ、研修を通じて検討し
ていく。

児童家庭課

ア-
4

122 ＤＶによる子どもへの影響に関する研修を実施す
る。（再掲）

33
再掲

30
再掲

市町村、県及び関係機関職員を対象としたＤＶによる子どもへの影響に関
する研修は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、オンラインで実
施した。（再掲）
2/1  参加者１４４名

コロナ禍においては、オンライン
研修を通じて、ＤＶによる子どもへ
の影響について、必要な知識の
習得ができた。

ＤＶによる子どもへの影響につい
ては、医師や臨床心理士などを
招き、専門性の高い講義を企画
していく。

88 児童家庭課

ア-
5

123 市町村要保護児童対策地域協議会の機能強化及
び協議会への移行を支援するために、市町村に専
門的人材を派遣するとともに、市町村・関係機関職
員支援のための研修等を実施する。（再掲）

市町村要保護児童対策地域協議会の機能強化及び協議会への移行を支
援するために、市町村に専門的人材を派遣するとともに、市町村・関係機
関職員支援のための研修等を実施した。（再掲）

36 児童家庭課

・市町村児童虐待防止ネットワーク機能強化事業 2560
再掲

866
再掲

・市町村児童虐待防止ネットワーク機能強化事業　25回派遣 ・令和2年度は新型コロナウイルス
感染症拡大の影響で活用数の落
ち込みが見られたが、オンライン
等を活用することにより、令和3年
度は過去最高の活用数となった。
（市町村児童虐待防止ネットワー
ク機能強化事業）

・まだ本事業の活用実績がな市
町村もあるため、活用例等を周知
し申請を促していきたい（市町村
児童虐待防止ネットワーク機能強
化事業）

・市町村母子保健担当者研修 722
再掲

150
再掲

・市町村母子保健担当者研修

・市町村等児童虐待相談職員研修 1801
再掲

836
再掲

・市町村等児童虐待相談職員研修

・児童虐待防止対策担当管理職研修 189
再掲

60
再掲

・児童虐待防止対策担当管理職研修

・関係機関研修 502
再掲

172
再掲

・関係機関研修

イ 124 ＤＶ職務関係者の研修や市町村等への講師派遣を
行う。（再掲）

0
再掲

0
再掲

男女：DV職務関係者の研修や市町村等への講師派遣を実施した。（再
掲）
官公庁関係　3回
女サポ：ＤＶ職務関係者の研修や市町村等への講師派遣を実施した。（再
掲）
官公庁関係　2回（再掲）

DV職務関係者の研修、市町村
等への講師派遣を行い、担当職
員の資質向上を支援した。（再
掲）

DV職務関係者の研修、市町村
等への講師派遣を積極的に行
い、担当職員の資質向上を支援
していく。（再掲）

38 女サポ

ウ 125 国等で開催される研修等に職員を派遣し、資質向
上を図るとともに、情報収集に努める。

0 0 内閣府主催の「配偶者からの暴力被害者支援のための官官・官民連携促
進ワークショップ事業」は新型コロナウイルス感染防止の観点からオンライ
ンで開催され、県内の配暴センター及び民間支援団体の相談員等が参加
した。

コロナ禍で研修等が中止となった
年度もあったが、オンライン開催
含め研修、協議会等への職員派
遣により、情報収集と資質向上を
実現した。

今後も国等の主催する研修、協
議会への職員派遣、日々の相談
事例についてスーパーバイズの
機会を拡充することを通して、情
報収集や資質向上を図る。

女サポ

エ 126 家庭教育支援員等のための家庭教育研修講座(全
１８講座の中の１講座）でＤＶ及び児童虐待の現状
や相談対応等の研修を行う。

802 774 家庭教育支援員等のための家庭教育研修講座(全１８講座の中の１講座）
でＤＶ及び児童虐待の現状や相談対応等の研修を実施した。
６／２８　５２名参加

受講者からは、ＤＶに対する理解
が深まるとともに、支援者としての
立場や役割について考えることが
できたとの感想があり、研修満足
度は98％であった。

引き続き同講座においてＤＶ及
び児童虐待の現状や相談対応
等の研修を実施し、関係者の資
質向上を図っていく。

(教）生涯学
習課

119 DV:805
虐待:831

再掲

児童家庭課
（ＤＶ対策班
も）

コロナ禍における研修は、対面で
の研修が難しい点もあったが、オ
ンラインの活用や研修回数を増
やすなど工夫するとともに内容の
充実を図った。

コロナ禍における研修は、引き続
きオンライン研修等を活用し、内
容を充実させ職務関係者の資質
向上を図っていく。

施策
担当課

ＤＶ・児童虐待職務関係者研修を新任者対象（基
本・応用）と経験者対象にて実施する。（再掲）
　新任職員研修（Ⅰ部）　　　　４回
　新任職員研修（Ⅱ部）　　　　４回
　新任職員研修（Ⅲ部）　　　　４回
　新任職員研修（Ⅳ部）　　　　３回
　担当職員研修（経験者） 　　３回

36ＤＶ：670
虐待：
1801
再掲

令和３年度 平成２９年度から令和３年度（計画期間）
再掲（親
施策番
号）

市町村、県及び関係機関職員を対象としたＤＶ・児童虐待職務関係者研
修を実施した。（再掲）
　　新任職員研修（Ⅰ部・4回）、（Ⅱ部・4回）、（Ⅲ部・4回）、（Ⅳ部4回）
　　　　参加者合計９３５名
　　担当職員研修（経験者）３回（Ｚｏｏｍ）
　　　　参加者合計１７３名

施策の内容

施
策
番
号

項
目

ア-
1

ア ＤＶ職務関係者研修の充実
　　(再掲1-2-④-ア-2、
　　再掲4-7-①-イ-1,イ-2、
     再掲4-7-②-ウ-2）
イ 市町村、関係機関への講師派遣
    (再掲2-3-①-ア-2、6-11-②-ア-2再
掲)
ウ 国等で主催する研修への参加
     (6-12-②-ウ再掲）
エ 市町村家庭教育相談員及び子育てサ
ポーター等への研修

・令和２年度は新型コロナウイル
ス感染症拡大の影響で参集型が
急遽中止となり開催できなかった
が、令和３年度はオンライン開催
することにより、２年ぶりに参加者
の知識・資質向上を図る機会と
なった。（市町村等母子保健担当
者、児童虐待相談職員、担当管
理職、関係機関研修）

・市町村によっては参加が見受け
られない市町村もあるため、研修
開催を手広く周知し参加を促して
いきたい（市町村等母子保健担
当者、児童虐待相談職員、担当
管理職、関係機関研修）



②切れ目のない支援のための専門性の
向上に向けた取組

ア-
2

128 ＤＶ職務関係者の研修や市町村等への講師派遣を
行う。市町村等での講習、会議等に講師として県職
員を派遣するなどにより、研修機会を確保する。（再
掲）

0
再掲

0
再掲

ＤＶ職務関係者の研修や市町村等への講師派遣を実施した。（再掲）
　官公庁関係：2回

DV職務関係者の研修、市町村
等への講師派遣を行い、担当職
員の資質向上を支援した。（再
掲）

DV職務関係者の研修、市町村
等への講師派遣を積極的に行
い、担当職員の資質向上を支援
していく。（再掲）

38 女サポ

イ 129 連携する関係機関の相談員等の資質の向上を図る
ため、相談事例の対応方法について外部の専門家
からの助言・指導を受けるスーパービジョンを実施
する。

378 373 外部の専門家を招き、スーパービジョンを年9回実施した。（実施月は、令
和3年5月から令和4年2月のうち、8月を除く。）

新型コロナウイルス感染拡大防止
の観点から、会場を通常時より広
げて実施し、全ての回を対面にて
実施することが出来た。

事業の性質上対面での開催が望
ましいことから、今後も新型コロナ
ウイルス感染症の影響を最小限
にとどめるような運営方法を考え
る。

男女セン
ター

ウ 130 各機関の連携強化と窓口対応職員のスキルアップ
のための研修会を開催する。犯罪被害当事者の遺
族講演や他機関との意見交換等を取り入れるなど、
実践的な内容の研修とする。

478 478 「県・市町村相談関係機関職員研修」を開催し、県及び県警、犯罪被害者
支援センターによる被害者支援への取り組みを説明し、犯罪被害者遺族
による講演、事例検討を通じ、窓口対応員のスキルアップを図った。
（R3.7.27実施）

各機関の連携強化と窓口職員の
対応能力の向上につながった。

犯罪被害者等が県内のどの市町
村に住んでいても同様の支援が
受けられるよう、犯罪被害者等支
援を目的とした条例に関する情
報提供を行うとともに、関係機関
の連携の強化及び職員の資質向
上に努める。

くらし安全推
進課

③相談員等のための心身のセルフケア

イ 132 連携する関係機関の相談員等の資質の向上を図る
ため、相談事例の対応方法について外部の専門家
からの助言・指導を受けるスーパービジョンを実施
する。（再掲）

378
再掲

373
再掲

外部の専門家を招き、スーパービジョンを年9回実施した。（実施月は、令
和3年5月から令和4年2月のうち、8月を除く。）（再掲）

新型コロナウイルス感染拡大防止
の観点から、会場を通常時より広
げて実施し、全ての回を対面にて
実施することが出来た。

事業の性質上対面での開催が望
ましいことから、今後も新型コロナ
ウイルス感染症の影響を最小限
にとどめるような運営方法を考え
る。

129 男女セン
ター

児童家庭課

配暴センター連絡会議を開催し、
情報提供や助言、意見交換等を
通して、機能強化を図った。（再
掲）

今後も継続的に連絡会議を行うこ
とで、情報提供や助言、意見交
換等の場を確保し、充実させる。
（再掲）

37

職員向けの研修において、相談
員自身の健康管理、心身のセル
フケアについて周知を行うことが
できた。

バーンアウト・二次受傷の防止に
努める必要があるため、今後も研
修等で相談員自身の健康管理、
心身のセルフケアについて周知
を図っていく。

配偶者暴力相談支援センター連絡会議を開催し、
ＤＶ被害者支援に関する情報提供や意見交換等を
行い、機能強化を図る。（再掲）

配暴センター連絡会議を開催し、ＤＶ被害者支援に関する情報提供や助
言を行うなど、機能強化を図った。（再掲）
　書面開催1回、Zoom開催1回（2/3）

女サポ330
再掲

90
再掲

ア-
1

ア 女性サポートセンターの中核的機能の
強化
    (再掲2-3-①-ア）
イ スーパービジョンの実施
    （6-11-③-イ再掲）
ウ 犯罪被害者等の支援担当者全体のス
キルアップ

127

ア セルフケアのための環境づくり
イ スーパービジョンの実施
    （再掲6-11-②-イ）

131ア 職員向けの研修において、相談員自身の健康管理、心身のセルフケアに
ついて周知した。

00職員向けのこころの相談室を紹介するなど、相談員
が心身のセルフケアを図れるように配慮する。



基本目標６　被害者支援のための体制強化

施策の方向１２　関係機関との連携強化

施策の実施予定
当初予算
額（千円）

決算額
（千円）

施策の実施結果 事業の実施結果に対する評価 今後の方向性・検討課題

①市町村や関係機関等による県内のネッ
トワークの強化

イ 134 家庭等における暴力対策ネットワーク会議を開催し、
裁判所、法務局などの関係機関、医師会、民生委員
児童委員協議会などの関係団体との連携強化。情報
共有を図る。

0 0 家庭等における暴力対策ネットワーク実務者連絡会議を書
面にて開催し、関係機関との連携強化を図った。
　33機関へ送付

家庭等における暴力対策ネット
ワーク実務者連絡会議および市
町村の開催する暴力対策ネット
ワーク会議（7市町村の代表者会
議）への参加を通して、関係機関
との連携強化を図った。
　

市町村で開催する暴力対策ネッ
トワーク会議への参加を広げ、県
内のDV被害者支援のネットワー
ク強化に努める。

女サポ

②国及び他の都道府県との連携の推進

イ 136 16都道府県婦人保護主管課長及び婦人相談所長
会議により、内閣府等に対し、国のＤＶ被害者支援対
策等に係る要望を行う。

0 0 16都道府県婦人保護主管課長及び婦人相談所長会議（事
務局：広島県）により、内閣府及び厚生労働省に対し、国の
ＤＶ被害者支援対策等に係る要望を行った。

16都道府県婦人保護主管課長
及び婦人相談所長会議（事務
局：福岡県）により、内閣府及び
厚生労働省に対し、国のＤＶ被害
者支援対策等に係る要望を行っ
た。

機会をとらえ、国に対してのＤＶ
被害者支援対策等に係る要望を
継続的に行い、DV被害者の支援
を円滑にする制度改善を働きか
けていきたい。

女サポ

ウ 137 国等で開催される研修等に職員を派遣し、資質向上
を図るとともに、情報収集に努める。（再掲）

0
再掲

0
再掲

内閣府主催の「配偶者からの暴力被害者支援のための官
官・官民連携促進ワークショップ事業」は新型コロナウイルス
感染防止の観点からオンラインで開催され、県内の配暴セ
ンター及び民間支援団体の相談員等が参加した。（再掲）

コロナ禍で研修等が中止となった
年度もあったが、オンライン開催
含め研修、協議会等への職員派
遣により、情報収集と資質向上を
実現した。（再掲）

今後も国等の主催する研修、協
議会への職員派遣、日々の相談
事例についてスーパーバイズを
受ける機会を拡充することを通し
て、情報収集や資質向上を図る。
（再掲）

125 女サポ

③民間支援団体との連携・協働

イ 139 ＤＶ被害者の様々な状況や安全確保に対応するた
めに、社会福祉施設や民間シェルター等と一時保護
委託契約を結び、必要に応じた一時保護委託を行
う。（再掲）

6,614
再掲

1,878
再掲

ＤＶ被害者の様々な状況や安全確保に対応するために、社
会福祉施設や民間シェルター等と一時保護委託契約を結
び、必要に応じた一時保護委託が行えるよう、連携強化を
図った。（再掲）

ＤＶ被害者の様々な状況や安全
確保に対応するために、社会福
祉施設や民間シェルター等と一
時保護委託契約を結び、必要に
応じた一時保護委託を行うことが
出来た。（再掲）

ＤＶ被害者の様々な状況や安全
確保に対応するために、社会福
祉施設や民間シェルター等と一
時保護委託契約を結び、必要に
応じた一時保護委託を行う必要
がある。（再掲）

55 女サポ

ウ 140 ＤＶ・児童虐待職務関係者研修への参加の呼びか
け、ＤＶ被害者支援に関する情報の提供等により、民
間支援団体スタッフの資質向上を支援する。

0 0 ＤＶ・児童虐待職務関係者研修への参加をＤＶ被害者支援
活動団体に対して呼びかけ、研修での情報提供等により、
団体スタッフの資質向上を図った。

ＤＶ被害者支援活動団体のスタッ
フもＤＶ・児童虐待職務関係者研
修へ参加し、資質向上を図った。

ＤＶ被害者支援活動団体のスタッ
フと行政職員が情報交換できるよ
うなグループ検討等を取り入れた
研修を企画していく。

児童家庭課

エ 141 ワンストップ支援センターとして性犯罪・性暴力被害者に
対する支援を行っている団体に対し、事業費補助を行う
とともに、被害者等のニーズに応じた柔軟な対応や心に
寄り添った支援を提供するため、関係機関・団体との連
携を強化し、総合的な支援を提供する。

25,500 21,594 事業助成を行っているワンストップ支援センターと連携し、
性犯罪等被害者に対し医療支援や法律相談等総合的な支
援を実施するとともに、協議会及びケース会議、医療従事
者連絡会を開催し、関係機関との連携強化に努めた。

事業費助成を行っている２団体の
ワンストップ支援センターの体制
が強化され、会議等を通じて関係
機関の連携を強化することができ
た。

ワンストップ支援センターに寄せら
れる性犯罪・性暴力の相談件数は
増加傾向にあることから、ワンストッ
プ支援センターの体制・機能面の
強化を推進するとともに、相談窓口
の広報啓発を強化する。

くらし安全推
進課

ア ＤＶ被害者支援活動団体連絡会議の開
催
イ 協働によるきめ細やかな支援
　　（再掲2-4-②-エ）
ウ 民間支援団体の育成、支援
エ 性犯罪・性暴力被害者を総合的に支援
する体制の構築

133

ア 135

138ア

ア

ア 女性サポートセンターを中心とした連携
体制の強化
    (再掲2-4-①-ア-2、再掲5-10-①-ア、
　　 再掲5-10-②-ア-2)
イ 暴力対策ネットワーク会議、事例検討会
等の開催

児童家庭課ＤＶ被害者支援活動団体連絡会議を開催し、民間団体との
連携強化、情報共有を図った。
R3.10.12開催　11団体11名参加

全国知事会における広域連携についての申し合わせを踏
まえ、被害者の移送等、県域を超えた連携に努めた。

女サポ

女サポＤＶ被害者支援連絡会議を書面開催により実施し、被害者
の安全確保のための役割分担等の確認を行い、連携体制
の強化を図った。（再掲）

コロナ禍により直接的な意見交換
の機会が持てない年度もあった
が、補完的な方法も用いながら、
地域別に市町村や警察等関係
機関との連携体制の強化を図っ
た。（再掲）

地域別に市町村や警察等関係
機関との連絡会議を開催し、地域
の支援ネットワークの拡充を図
る。（再掲）

51

被害者の移送等、県域を超えた
連携を図り、広域連携の円滑な
実施に努めた。

事案としては少ないものの、被害
者の安全性を確保するために、
必要な情報の共有、被害者の移
送等、県域を越えた連携を図って
いく。

活動報告では、各団体の独自性
や活動状況を確認することができ
た。
第５次ＤＶ防止・被害者支援基本
計画の策定について、現場から
の意見をいただき、参考となっ
た。

本会議は、団体同士の連携や情
報交換の場として有効であると考
える。第5次計画では官民連携強
化の観点から年に2回の開催を目
標とする。

施策
担当課

項
目

ア 県外への円滑な移送・受入に向けた広
域的な連携
イ 制度改善に関する国への要望
ウ 国等で主催する研修への参加
　　（再掲6-11-①-ウ）

施策の内容

施
策
番
号

令和３年度

地域別に市町村や警察等関係機関との連携体制の
強化を図る。（再掲）

平成２９年度から令和３年度（計画期間）
再掲（親
施策番
号）

90

00

330
再掲

広域連携が円滑に実施できるよう、必要な情報の共
有や被害者の移送等、県域を超えた連携に努める。

ＤＶ被害者支援活動団体連絡会議を開催し、民間団
体との連携強化、情報共有を図る。

00


